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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。なお、第81

期及び第82期については、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株式がないため、記載して

おりません。 

３ 従業員は就業人員であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 31,378 29,404 32,394 36,929 38,637

経常利益 
又は経常損失(△)

(百万円) △ 31 △ 762 508 2,168 3,023

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) △ 818 △ 1,642 305 1,335 1,718

純資産額 (百万円) 45,370 42,898 42,467 42,995 43,730

総資産額 (百万円) 59,480 53,634 55,068 57,301 58,445

１株当たり純資産額 (円) 458.31 435.10 430.79 435.05 446.66

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △ 8.26 △ 16.60 3.10 13.16 16.90

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.30 79.98 77.12 75.03 74.82

自己資本利益率 (％) △ 1.80 △ 3.72 0.72 3.12 3.96

株価収益率 (倍) ― ― 108.23 28.27 29.94

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,846 2,933 2,837 2,062 2,660

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 1,650 △ 3,919 △ 1,240 △ 1,742 △ 1,466

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 716 △ 967 △ 743 △ 787 △ 1,429

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 6,839 4,800 5,507 5,037 4,868

従業員数 (人) 1,096 1,084 1,056 1,045 1,066



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。なお、第81

期及び第82期については、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株式がないため、記載して

おりません。 

３ 従業員は就業人員であります。 

４ 平成18年３月期の１株当たり配当額10.75円（１株当たり中間配当額5.75円）には、創立60周年記念配当２

円を含んでおります。 

  

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 27,450 25,548 28,297 31,870 32,600

経常利益 (百万円) 484 101 713 1,985 2,593

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) △ 496 △ 754 701 1,244 1,499

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

発行済株式総数 (千株) 99,002 99,002 99,002 99,002 99,002

純資産額 (百万円) 45,618 44,134 44,267 44,724 45,095

総資産額 (百万円) 58,394 53,477 55,532 57,356 58,153

１株当たり純資産額 (円) 460.81 446.18 447.59 452.03 460.35

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

7.50

(3.75)

7.50

(3.75)

7.50

(3.75)

7.50

(3.75)

10.75

(5.75)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △ 5.01 △ 7.62 7.09 12.26 14.73

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.1 82.5 79.71 77.98 77.54

自己資本利益率 (％) △ 1.09 △ 1.7 1.59 2.80 3.33

株価収益率 (倍) ― ― 47.24 30.35 34.36

配当性向 (％) ― ― 105.76 61.18 73.00

従業員数 (人) 875 767 761 763 754



２ 【沿革】 

昭和20年３月 資本金200万円をもって日窒化学工業株式会社(現在の旭化成株式会社)の子会社として

航空機用強化木の製造を目的とする日窒航材工業株式会社を設立 

20年11月 社名を旭ベニヤ工業株式会社と改め、フェノール樹脂成形材料、合成樹脂成型品、並び

に合板の製造販売へ事業転換 

25年11月 社名を旭有機材工業株式会社と改称 

27年４月 延岡工場にてアサヒＡＶバルブの製造・販売を開始 

29年６月 延岡工場にてフェノールレジンの製造・販売を開始 

35年８月 株式を東京証券業協会に店頭公開 

36年10月 株式を東京証券取引所市場第２部に上場 

38年７月 レジンコーテッドサンド製造のため、下関工場(山口県下関市)を建設 

39年５月 合成樹脂成型品、レジンコーテッドサンド製造のため利根工場(茨城県古河市)を建設 

39年10月 レジンコーテッドサンド製造のため、常磐工場(福島県いわき市)を建設 

43年４月 フェノールレジン、レジンコーテッドサンド製造のため、愛知工場(愛知県扶桑町)を建

設 

49年２月 株式を東京証券取引所市場第１部に指定替 

49年３月 塩化ビニルパイプの製造のため、北方工場(宮崎県北方町)を建設し、北方プラスチック

加工㈲に製造を委託(現・連結子会社) 

平成３年９月 総合研究所(宮崎県延岡市)を建設 

３年10月 レジンコーテッドサンド製造のため、広島工場(広島県庄原市)を建設 

４年１月 下関工場(山口県下関市)を閉鎖 

８年10月 レジンコーテッドサンド製造のため、栃木工場(栃木県大田原市)を建設、これに伴い、

利根工場(茨城県古河市)及び常磐工場(福島県いわき市)を閉鎖 

10年11月 塩化ビニルパイプ製造設備を、栃木工場(栃木県大田原市)に建設 

11年11月 アサヒアメリカ,INC.の全株式を取得(現・連結子会社) 
あもり 

12年２月 配管材料エンジニアリング部門強化のため、天下工場(宮崎県延岡市)を建設 

13年２月 旭有機販売西日本㈱を設立(現・連結子会社) 

13年６月 延岡本社と東京本社の２本社制とし、かつ管材システム事業部、樹脂事業部の２事業部

制を採用 

14年７月 エーオーシーテクノ㈱を設立(現・連結子会社) 

14年10月 エーオーシーアセンブル㈱を設立(現・連結子会社) 

15年７月 中部旭有機販売㈱(現・連結子会社）の株式追加取得 

16年３月 樹脂事業部門の研究・開発のため総合研究所(愛知県扶桑町)を建設 

17年12月 旭有機材商貿（上海）有限公司を設立 

  



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(旭有機材工業株式会社)、子会社９社及び関連会社１

社及びその他の関係会社１社で構成されており、管材システム事業と、樹脂事業の２部門にわたって、製

品の開発・製造・販売を行っております。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

・管材システム事業 

当社が製造・販売するほか、子会社のアサヒアメリカ,INC．、旭有機販売㈱、旭有機販売西日本

㈱、中部旭有機販売㈱、関連会社の旭エー・ブイ産業㈱が代理店として販売を行っており、子会社で

ある北方プラスチック加工㈲、エーオーシーアセンブル㈱には、製造・加工を委託しています。ま

た、エーオーシーテクノ㈱は、半導体・液晶関連及び各種クリーン機器の洗浄装置の設計・製作・販

売を行っております。 

  

・樹脂事業 

当社が製造・販売を行っております。 

  

なお、旭化成㈱は「有価証券報告書提出会社が他の会社の関連会社である場合における当該他の会社」

であります。また、中華人民共和国の上海市に旭有機材商貿（上海）有限公司を平成17年12月に設立しま

した。この会社は、管材システム事業、樹脂事業共通の販社として、平成18年５月より営業を開始する予

定であります。 



  

事業系統図は次のとおりであります。 

  

  

 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 議決権の所有割合の( )内は間接所有割合で内数であります。 

２ 特定子会社に該当しております。 

３ 有価証券報告書を提出しております。 

  

名称 住所

資本金 

又は 

出資金 

(百万円)

主要な 

事業の 

内容

議決権の 

所有又は 

被所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社)

旭有機販売㈱
東京都 

江東区
10
配管材料販

売
100.0

当社管材システム事業に係る販売代理

店である。 

当社より建物の貸与を受けている。 

当社より資金援助を受けている。 

役員の兼任等…有

旭有機販売西日本㈱
福岡市 

博多区
60
配管材料販

売
100.0

当社管材システム事業に係る販売代理

店である。 

当社より資金援助を受けている。 

役員の兼任等…有

中部旭有機販売㈱

愛知県 

海部郡 

大治町

32
配管材料販

売
66.7

当社管材システム事業に係る販売代理

店である。 

役員の兼任等…有

アサヒアメリカ,INC. 

（注）１、２

アメリカ 

マサチュー

セッツ州

1,057
配管材料製

造・販売

100.0

(100.0)

米国における当社管材システム事業に

係る販売、その他、関連商品の製造販

売を行なっている。 

役員の兼任等…有

ミッドナイト 

アクイジション 

ホールディング,INC.

アメリカ 

デラウェア

州

0 持株会社 100.0
アサヒアメリカ,INC．への出資 

役員の兼任等…有

北方プラスチック 

加工㈲

宮崎県 

延岡市
4
配管材料製

造・加工
100.0

当社管材システム事業に係る製造・加

工を行なっている。 

当社より設備の貸与を受けている。 

役員の兼任等…有

エーオーシーテクノ㈱
東京都 

千代田区
300

半導体関連

洗浄装置の

設 計・製

作・販売

100.0

当社管材システム事業に係る製造・販

売を行っている。 

当社より資金援助を受けている。 

役員の兼任等…有

エーオーシー 

アセンブル㈱

宮崎県 

延岡市
10
配管材料製

造・加工
100.0

当社管材システム事業に係る製造・加

工を行なっている。 

当社より設備の貸与を受けている。 

役員の兼任等…有

(持分法適用関連会社)

旭エー・ブイ産業㈱
東京都 

千代田区
30
配管材料販

売
36.7

当社管材システム事業に係る販売代理

店である。 

役員の兼任等…有

(その他の関係会社)

旭化成㈱ 

（注）３

大阪市 

北区
103,389

化成品、住

宅 

繊維等の事

業

被所有

30.1
当社の主要株主である。



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は組合員数600名で、ユニオンショップ制であります。 

労使関係は良好であり、特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

管材システム事業 800

樹脂事業 203

全社(共通) 63

合計 1,066

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

754 39.0 15.1 5,075



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油等の原材料価格の高騰による懸念材料はありましたが、

企業収益の改善を背景に、設備投資の増加や個人消費持ち直しの動きが見られる等、景気は緩やかな回

復基調で推移しました。また、海外経済につきましても、米国、中国において景気が拡大基調を維持す

る等、全体として堅調に推移しました。 

  このような事業環境下で、当社グループは、新製品の積極的な拡販やエーブイ商事㈱からの営業権の

譲受により売上を伸ばすとともに、延岡の加工モールの活用による生産力の強化や地道なコスト削減に

取組みました。 

 海外につきましては、台湾でのバルブＯＥＭ生産のほか、新たに中国・南京においてフランジのＯＥ

Ｍ生産を開始し、中国・上海においては販売会社を設立しました。また、昨年11月には当社が技術供与

を行ったタイのＲＣＳメーカーの工場が稼動を開始し、当社バルブを使用した世界最大級の水族館

「Georgia Aquarium」がアメリカ・ジョージア州に開館しました。 

 さらに、環境問題への取り組みの一環として、延岡本社屋上に太陽光発電システムを設置し、省エネ

ルギーへの寄与と環境への意識向上、啓発に努めております。 

 以上の結果、当連結会計年度の連結売上高は、38,637百万円（前年同期比4.6％増）となり、連結経

常利益は3,023百万円（前年同期比39.5％増）、連結当期純利益は、1,718百万円（前年同期比28.7％

増）となりました。 

  事業部門別の状況は、次の通りであります。 

  

①管材システム事業部門 

当事業部門は、塩化ビニル等の合成樹脂製バルブ、パイプ、継手等の製造・販売及びこれらを使用し

た配管工事の設計・施工を行うエンジニアリング並びに半導体関連機器の治工具等の洗浄装置の製造・

販売を行っています。 

  主力製品である配管材料製品は、上期においては国内景気の踊り場状態の継続によるＩＴ関連産業の

低迷と公共事業物件の減少の影響を受け、売上高、利益ともに前年同期を僅かながら下回りましたが、

下期に入り、一部のＩＴ産業及び製鉄産業関連投資が緩やかに回復したことや、原材料価格の高騰を背

景とした販売価格の改定等により、通年での売上高は前年を上回りました。さらに利益面におきまして

も、トヨタ生産方式の浸透と延岡の加工モールへの外注加工の集約、物流費の削減、エンジニアリング

関連の原価見直し等コスト削減の効果により大幅な増益となりました。 

  また、アサヒアメリカ,INC．が大型物件の受注及びコスト低減努力により増収増益を堅持したこと

や、エーブイ商事㈱の営業権を譲受した販売子会社旭有機販売西日本㈱の業績が好調であったこと等

が、事業部門全体の業績を牽引しました。 

  新製品につきましては、装置廻り向け新型自動弁（ＨＤＶ、ＡＤ16）及びDymatrixシリーズ、さらに

は大口径空気弁（ＰＤＣＰＤ製）を上市し、拡販体制を整えました。 

  これらの結果、当事業部門の売上高は27,044百万円（前年同期比1.8％増）、また営業利益は2,071百

万円（前年同期比20.8％増）となりました。 

  

②樹脂事業部門 



当事業部門はフェノール樹脂応用技術をキーテクノロジーとし、鋳物用樹脂、レジンコーテッドサン

ド（ＲＣＳ）、工業用樹脂、電子材料用樹脂、樹脂成形材料等の製造・販売を行っています。 

  鋳物用樹脂及びＲＣＳは、自動車・建設機械・農業機械関係の旺盛な鋳物需要に支えられ、なおかつ

原料価格の高騰を受けた販売単価の改定が浸透した効果もあり、売上高は前年を大幅に上回りました。

  工業用樹脂につきましては建材向け樹脂、現場発泡用樹脂の増販により、売上高は前年を上回りまし

た。 

  電子材料用樹脂は液晶用途を中心に拡大を図りましたが、ユーザーの在庫調整の影響を受けたレジス

ト用フェノール誘導体の販売が減少し、売上高は前年を僅かに下回りました。 

  樹脂成形材料は、売上高は前年を若干下回りましたが、利益率の高い製品の比率を高めたこと及びコ

スト削減により、損益面では改善を果たしました。 

  これらの結果、当事業部門の売上高は11,594百万円（前年同期比12.0％増）、また営業利益は496百

万円（前年同期比181.2％増）となりました。 

  

所在地別の状況は次の通りであります。 

①日本 

企業収益の改善を背景に、ＩＴ産業及び製鉄産業関連投資の回復や自動車・建設機械・農業機械関係

の旺盛な鋳物需要、個人消費持ち直しの動きが見られ、原材料価格の高騰を受けた販売単価の改定の浸

透等により売上げを伸ばすとともに、生産力の強化や地道なコスト削減に取組みました。 

これらの結果、売上高は、36,133百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益は、2,277百万円（前年同期

比27.9％増）となりました。 

  

②米国 

バルブを中心とした配管材料製品が、水処理・産業廃棄物分野を中心に売上げを伸ばし、水族館等の

エンターテインメント分野も好調に推移し、また、リーンマニュファクチャリング等によるコスト削減

に取組みました。 

これらの結果、売上高は、3,387百万円（前年同期比14.2％増）、営業利益は、270百万円（前年同期比

152.3％増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ169百万円減少し、

4,868百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、税金等調整前当期純利益が2,936百万円

（前年同期比881百万円の増加）となったこと及び減価償却費が1,503百万円（前年同期比36百万円の

減少）、売上債権の増加による資金減が608百万円（前年同期比1,299百万円の減少）、たな卸資産の

増加による資金減が269百万円（前年同期比682百万円の減少）、仕入債務の増加による資金増が70百

万円（前年同期比916百万円の減少）、法人税等の支払額が1,131百万円（前年同期比1,007百万円の

増加）等により2,660百万円（前年同期比598百万円の増加）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、有価証券の売却による収入が29百万円

（前年同期比990百万円の減少）及び有価証券の償還による収入が1,252百万円（前年同期比578百万

円の減少）、投資有価証券の取得による支出が2,862百万円（前年同期比2,930百万円の減少）、投資

有価証券の償還による収入が1,872百万円（前年同期比1,042百万円の減少）等により1,466百万円

（前年同期比276百万円の減少）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、自己株式取得による支出が467百万円

（前年同期比458百万円の増加）、配当金の支払額が939百万円（前年同期比197百万円の増加）等に

より1,429百万円（前年同期比642百万円の増加）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における管材システム事業の受注状況は、次のとおりであります。 

なお、管材システム事業の一部を除くその他の事業については、見込み生産を行なっております。 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

前年同期比 
(％)

管材システム事業 15,938 △4.2

樹脂事業 10,276 10.2

合計 26,214 1.0

事業の種類別 
セグメントの名称

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

管材システム事業(一部) 1,946 △11.3 158 △18.9

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

前年同期比 
(％)

管材システム事業 27,044 1.8

樹脂事業 11,594 12.0

合計 38,637 4.6



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、地道なコストダウンと価格改定の浸透を図り、有機的に統合した経営情報システムを

有効活用して迅速・効率的な経営を進め、「安定収益体質の確立」、「成長性の回復」、「人的生産性の

向上」を主要課題として、平成18年度を最終年度とする中期経営計画の経営目標を達成すべく、海外拠点

の確立、既存製品の販売拡充、最適生産とコストダウン、新商品開発と市場開拓等の具体的テーマに取り

組んでまいります。 

 管材システム事業部門では、海外の市場拡大を目指したマーケティング及び販売網の拡充を図ってまい

ります。特に新製品群を戦略的に活用することにより、市場競争力を強化し、拡販につなげてまいりま

す。 

 また生産部門においては、海外でのバルブ・フランジのＯＥＭ生産と部品・製品等の調達を拡大し、国

内外市場における製品競争力の強化を図ってまいります。 

 樹脂事業部門では、東アジアを中心とする海外市場に眼を向け、現在建設の準備を進めている中国のフ

ェノール樹脂製造会社を含め、現地における製造販売の体制を確立し、国内外における樹脂及びＲＣＳの

基盤強化に取り組んでまいります。また、各種差別化樹脂を駆使したＲＣＳやユーザの品質要求にマッチ

した電子材料用樹脂の開発等の技術開発に注力するとともに、流動性・耐熱性に優れたフェノール樹脂

（ＰＡＰＳ樹脂）等の新製品の市場投入により、更なる競争力の強化に努めてまいります。 

当社グループにおける研究開発活動につきましては、ＩＴ産業関連分野、環境水処理関連分野及び産業

用資材関連分野を重点分野と位置付け、関連部署間で緊密な連携を取りながら推進してまいります。 

当社グループといたしましては、これらの施策を実施し、当社グループの成長力・収益力の向上に努

め、企業価値を高めていく所存でございます。 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクについて、投資家の

判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもその

ようなリスクの要因に該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項に

ついては、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。当社グループは、これ

らのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。

なお、本項において、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在

において判断したものであります。 

  

①経済状況 

当社グループの事業は、当社グループが製品を販売している国または地域の経済状況の影響を受けま

す。従いまして、当社グループの主要市場における景気後退、及びそれに伴う需要の縮小は、当社グル

ープの業績及び財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

②為替レートの変動 

当社グループの事業には、全世界における製品の販売が含まれております。各地における売上、費

用、資産を含む現地外貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のために円換算されております。換算時の

為替レートにより、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。 

  

③市場価格競争 

当社グループが属している業界における競争はたいへん厳しいものとなっております。当社グループ

は、各製品市場と地域市場において、競争の激化に直面すると予想されます。競合先にはメーカーと販

売業者があり、その一部は当社グループよりも多くの研究、開発や製造、販売の資源を有しておりま

す。このような状況により、価格面での圧力または有効に競争できないこと等の事態が発生し、当社グ

ループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

④原料価格の急激な高騰 

近時、原油価格の急騰、鋼材価格の高騰等が進行しておりますが、当社グループの製品はプラスチッ

クバルブ等石油製品の占める比率が高く、これら素材の高騰がコスト削減努力を上回る場合にも売価へ

の迅速な転嫁が困難なため、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤知的財産保護 

当社グループは、他社製品と差別化できる技術とノウハウを蓄積してまいりましたが、当社グループ

独自の技術とノウハウの一部は、法的制限のため知的財産権による完全な保護が不可能、または限定的

にしか保護されないことがあります。そのため、第三者が当社グループの知的財産を使って類似した製

品を製造することを効果的に防止できない可能性があります。 

  



⑥製品の欠陥 

当社グループは、世界的に認められている品質管理基準に従って各種の製品を製造しておりますが、

全ての製品について欠陥がなく、将来に賠償責任が発生しないという保証はありません。また、製造物

責任賠償については保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーで

きるという保証はありません。大規模な製造物責任賠償につながるような製品の欠陥は、多額のコスト

や当社グループの評価に重大な影響を与え、それにより売上が低下し、当社グループの業績と財務状況

に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

⑦貸倒れリスク 

当社グループの取引先の信用不安により予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し、追加的な損失や引当の計

上が必要となる場合には、当社グループの業績と財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

  

⑧災害や停電等の産業事故による影響 

当社グループは、製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するために、全ての設備に

おける定期的な災害防止検査と設備点検を行っております。しかし、生産設備で発生する災害、停電ま

たはその他の中断事象による影響を完全に防止または軽減できる保証はありません。従いまして、操業

を中断する事象が発生した場合、生産能力が著しく低下する可能性があります。 

  

⑨退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等の数理計算上で設定される前提条件や年金

資産の期待運用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または変

更された場合、将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。従いまし

て、割引率の低下および年金資産運用利回り等により当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度における当社グループの研究開発活動は、当社の新規・開発本部を主体とし、管材シ

ステム事業部及び樹脂事業部に設置している技術担当部署、並びに子会社のアサヒアメリカ，INC.、エ

ーオーシーテクノ㈱の技術スタッフと相互に緊密な連携を取りながらグループ全体をカバーする体制で

推進してまいりました。 

  組織の役割分担と致しましては、新規・開発本部は当社グループの成長性を確保する為に必要な中長

期視点に立った研究開発並びに新規事業の創出にかかわる業務を担当しております。一方、各事業部門

及び子会社の技術スタッフは、既存事業の収益力をより強固にする為の新商品開発及び既存商品の改良

を主に担当しております。 

 また、当社グループにおける研究開発活動の方向性としては、①IT産業関連分野、②環境水処理関連

分野、③産業用資材関連分野を重点市場と位置付け、各研究開発、技術担当部署が緊密な連携を取りな

がら推進してまいりました。 

当連結会計年度における当社グループの研究開発スタッフは113名であり、研究開発費の総額は1,300

百万円であります。 

  当連結会計年度における各セグメント別の主な研究開発の概要と成果及び研究開発費は、次の通りで

あります。 

  

(１)管材システム事業部 

管材システム事業においては、 当社のコア事業のひとつであるプラスチック製配管材料の開発・改

良、半導体製造装置用各種エアオペレ－ト弁、流量制御弁及びユニット、精密成形品等の開発に注力す

ると共に、水処理環境関連装置及び新規樹脂管材の開発を鋭意進めてまいりました。 

  当連結会計年度におきましては、市場ニーズの高い５７型ＲＩＭ成型バタフライバルブ（８０Ａ，１

００Ａ，１５０Ａ）の開発、互換性ダイヤフラムバルブのラインアップ及び欧米市場向けラグタイプの

バタフライバルブ、樹脂製ボディを採用することにより外部腐食に強いバタフライバルブ用ギアボック

スの上市を行うと共に、市場ニーズの高い農業用空気弁２００Ａ、手動弁（アルファルファアバルブ）

のラインアップも行いました。 

  また、工業用及び高温水配管市場をターゲットとした新規ポリプロピレンアロイ製配管材料の開発を

推進し、ＰＶＣ並みの線膨張係数を保持し、耐熱性・耐候性を付与した画期的なＰＰアロイ材料を開発

すると共に、継手メーカーとの共同開発により現場施工性に優れたワンタッチ継手も開発し、０６年度

早々に事業を開始する計画です。 

  さらに、水系廃水処理に適する装置として、蛋白質の分離除去に有効な新規泡沫分離装置、油分の分

離除去を効率化できる油分微分散装置の開発と実機検証に注力いたしました。 

 半導体製造装置用エアオペレ－ト弁（Dymatrixシリーズ）につきましては、市場での認知度も大きく

向上し、ダイヤフラムバルブ、ピンチバルブが好評を博していると共に、ＡＤ１６型バルブ、２方弁

（ＳＤＶ）の上市も完了いたしました。さらに、薬液混合をインライン制御するモジュール・ユニット

製品の開発も積極的に推進して受注も増加しており、今後大いに期待できる製品群と考えております。

  以上の結果、当セグメントに係る研究開発費は841百万円となりました。 

  

(２)樹脂事業部 



樹脂事業においては、主力製品である鋳造用フェノール樹脂及びレジンコーテッドサンド (ＲＣＳ)

の改良開発、高断熱建材用フェノールフォームシステム、フォトレジスト用ベース樹脂、フェノール誘

導体、産業資材用フェノール樹脂、自動車用高機能成形材料、電子部品用封止材の開発に注力致しまし

た。当連結会計年度においては、特に、鋳造分野の好況にも支えられ、強力な技術フォローにより鋳造

用フェノール樹脂及びＲＣＳの新規客先の獲得、また改良技術による増販を果たすことができました。

併せて産業界においてニーズの高い環境対応型の樹脂（低ホルムアルデヒド、低フェノール、ノンビス

フェノール、低臭気及びゼロフロンシステム）のレベルアップを図りました。 

  一方、新規ＰＡＰＳ樹脂（モノマーレス狭分子量分布ノボラック樹脂）につきましては、パイロット

プラントを設置して技術開発及び積極的な用途開発を推進し、電子材料用途での市場開拓が大きく進展

しました。 

  また、高付加価値新製品として粒径の制御された（数µ～数百µ）ＢＥＡＰＳ樹脂（真球状フェノー

ル樹脂硬化ビーズ）の基本合成技術を確立し、焼成品（多孔質カーボン）の高付加価値用途開発に取り

組んでおります。 

  以上の結果、当セグメントに係わる研究開発費は458百万円となりました。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準

に基づき作成されております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資

産・負債の報告数値、報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りは、主に

貸倒引当金、法人税等であり、継続して評価を行っております。 

なお、見積り及び判断・評価につきましては、過去実績や状況に応じて合理的であると判断

するデータに基づいて行っておりますが、様々な不確定要素が内在しているため、実際の結果

は見通しと異なる可能性があります。 

  

(2)当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、原材料価格の高騰による懸念材料はありまし

たが、企業収益の改善を背景に、設備投資の増加や個人消費持ち直しの動きが見られる等、景

気は緩やかな回復基調の中で推移しました。また、海外経済につきましても、米国、中国にお

いて景気が拡大基調を維持する等、全体として堅調に推移しました。 

このような事業環境下で、当社グループは、新製品の積極的な拡販やエーブイ商事㈱からの

営業権の譲受により売上を伸ばすとともに、延岡の加工モールの活用による生産力の強化や地

道なコスト削減に取組みました。 

海外につきましては、台湾でのバルブＯＥＭ生産のほか、新たに中国・南京においてフラン

ジのＯＥＭ製造を開始し、中国・上海においては販売会社を設立しました。また、昨年11月に

は当社が技術供与を行ったタイのＲＣＳメーカーの工場が稼動を開始し、当社バルブを使用し

た世界最大級の水族館「Georgia Aquarium」がアメリカ・ジョージア州に開館しました。 

さらに、環境問題への取り組みの一環として、延岡本社屋上に太陽光発電システムを設置

し、省エネルギーへの寄与と環境への意識向上、啓発に努めております。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、38,637百万円（前年同期比4.6％増）となり、経常利

益は3,023百万円（前年同期比39.5％増）、当期純利益は、1,718百万円（前年同期比28.7％

増）となりました。 

  

①売上高と営業利益 

当連結会計年度の売上高は、38,637百万円（前年同期比4.6％増）となりました。 

売上原価率は68.4％と前年同期比0.6％好転し、販売費及び一般管理費率は25.0％と前年同期

比0.9％の改善となり、営業利益は2,567百万円（前年同期比35.7％増）となりました。 

  

②営業外損益と経常利益 

受取利息及び受取配当金が200百万円増加したこと、持分法投資損益が46百万円の利益と好転

したこと、為替差益が76百万円と好転したこと、たな卸資産処分及び評価損が68百万円減少し

たこと、クレーム対策関連費用が72百万円増加したこと等があり、当期の営業外損益は456百万

円（前年同期は277百万円の利益）の利益となりました。 

この結果、経常利益は3,023百万円（前年同期比39.5％増）となりました。 

  

③特別損益 

当連結会計年度の特別損益は87百万円（前年同期は113百万円の損失）の損失となりました



が、前年同期に比べ、26百万円の改善となりました。 

  

④当期純利益 

経常利益の3,023百万円に特別損益の87百万円を減算し、当連結会計年度の税金等調整前当期

純利益は2,936百万円（前年同期は2,055百万円の税金等調整前当期純利益）となりました。こ

れから法人税、住民税及び事業税1,212百万円を控除し、法人税等調整額の利益２百万円を加算

し、また、少数株主利益８百万円を控除した当期純利益は、1,718百万円（前年同期比4.4％

増）となりました。 

  

(3)戦略的現状と見通し 

今後の事業環境につきましては、原油価格の高止まり、金利上昇など不透明要因はあります

が、景気は引続き回復基調を維持し、民間設備投資についても増加するものと期待されます。

また、世界経済においても、景気はアジアを中心に引き続き底堅く推移することが予想されま

す。 

そのような環境下におきまして当社は、地道なコストダウンと価格改定の浸透を図り、有機

的に統合した経営情報システムを有効活用して迅速・効率的な経営を進め、「会社の対処すべ

き課題」で述べました諸施策の展開により、平成19年３月期（平成18年度）の通期業績につき

ましては、連結売上高40,500百万円(前年同期比4.8%増)、連結経常利益3,600百万円(前年同期

比19.1%増)、連結当期純利益2,200百万円(前年同期比28.1%増)を予想しております。 

また個別の通期業績につきましては、売上高34,000百万円（前年同期比4.3%増）、経常利益

3,200百万円（前年同期比23.4%増）、当期純利益2,000百万円（前年同期比33.4%増）を予想し

ております。配当金につきましては、中間5.00円、期末5.00円、年間10.00円を予定しておりま

す。  

  

なお、これらの通期業績予想は、現時点において合理的であると判断するデータに基づいて

作成しておりますが、予想につきましては様々な不確定要素が内在しているため、実際の業績

は見通しと異なる可能性があります。 

  

(4)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度末の総資産は、58,445百万円（前年同期比2.0％増）となりました。 

流動資産は、売上高が増加したことにより受取手形及び売掛金が増加したこと、また保有債

券の満期償還等により有価証券が減少したこと、たな卸資産が増加したこと等から、28,472百

万円（前年同期比1.0％減）となりました。 

固定資産は、投資有価証券の購入や保有債券の売却等の結果、投資有価証券が増加したこと

等により29,973百万円（前年同期比5.0％増）となりました。 

流動負債は、生産高が増加したことにより支払手形及び買掛金が増加したこと、未払法人税

等が増加したこと等から、11,792百万円（前年同期比2.2%増）となりました。 



固定負債は、退職給付引当金が増加したこと、役員退職慰労引当金が取崩により減少したこ

と等から、2,888百万円（前年同期比5.6％増）となりました。 

株主資本は、当期純利益の増加、配当金の支払い、自己株式の取得等から、43,730百万円

（前年同期比1.7％増）となりました。 

  

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ169百万円減少し、

4,868百万円となりました。 

  

当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、税金等調整前当期純利益が2,936百

万円（前年同期比881百万円の増加）となったこと及び減価償却費が1,503百万円（前年同期比

36百万円の減少）、売上債権の増加による資金減が608百万円（前年同期比1,299百万円の減

少）、たな卸資産の増加による資金減が269百万円（前年同期比682百万円の減少）、仕入債務

の増加による資金増が70百万円（前年同期比916百万円の減少）、法人税等の支払額が1,131百

万円（前年同期比1,007百万円の増加）となったこと等により2,660百万円（前年同期比598百万

円の増加）となりました。 

  

当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、有価証券の売却による収入が29百

万円（前年同期比990百万円の減少）及び有価証券の償還による収入が1,252百万円（前年同期

比578百万円の減少）、投資有価証券の取得による支出が2,862百万円（前年同期比2,930百万円

の減少）、投資有価証券の償還による収入が1,872百万円（前年同期比1,042百万円の減少）等

により1,466百万円（前年同期比276百万円の減少）となりました。 

  

当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、自己株式取得による支出が467百万

円（前年同期比458百万円の増加）、配当金の支払額が939百万円（前年同期比197百万円の増

加）等により1,429百万円（前年同期比642百万円の増加）となりました。 

  

(5)経営者の問題意識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、当社グループを取り巻く事業環境については、原油価格の高止まり、金利上昇など

不透明要因はありますが、景気は引続き回復基調を維持し、民間設備投資についても増加する

ものと予想しております。 

このような事業環境の下で当社グループとしては、プラスチックバルブ等の配管材料および

フェノール樹脂等の主力製品について技術力と品質の向上による競争力の強化に努め、当社グ

ループとしての事業の拡大と収益の確保を図り、グループ各社の社業の発展を通じて社会の繁

栄に貢献していくことを経営の基本方針としており、そのために重点的に下記に取り組んでお

ります。 

（１）顧客重視の戦略の強化 

（２）技術力の強化 

（３）グローバル化の一層の推進 

（４）社会環境の重視 

（５）企業倫理の遵守 

（６）企業風土の改革 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における当社グループの設備投資等（有形固定資産の他、無形固定資産への投資も

含めております。）については、生産設備の増強や品質改善、全社的な合理化を目的とした投資を実

施しました。設備投資等総額は、1,972百万円となりました。事業の種類別セグメントの設備投資等に

ついては次のとおりです。 

 
  

また、各セグメントの主な設備投資等の内容・目的は次のとおりです。 

(１)管材システム事業部 

管材システム事業部における主な設備投資等は、生産性向上のための新鋭機への更新や、加工

能力向上を目指して新設した加工モールへの新規機械の導入等を行いました。 

  

(２)樹脂事業部 

樹脂事業部における主な設備投資等は、電材工場の増強に加え老朽設備の更新を行い、安全環

境の充実を図りました。 

  

(３)その他(共通) 

その他(共通)における主な設備投資等は、新基幹業務統合パッケージ（ＥＲＰ）の機能追加や

延岡本社における太陽光発電システムの設置等です。 

  

なお、所要資金については、すべて自己資金を充当しております。 

また、当社グループの当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

事業部門別 投資額(百万円)

管材システム事業 1,250

樹脂事業 320

その他(共通) 403

計 1,972



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1)提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

(2)国内子会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

事業所名 
(主な所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

延岡工場 
(宮崎県延岡市)

管材システ
ム及び樹脂

製 造 設 備
及 び 研 究
開 発 施 設
設備

1,724 1,176
125
(31)

767 3,792 313

あもり

天下工場
(宮崎県延岡市)

管材システ
ム

製造設備 218 27
333
(20)

30 606 39

愛知工場 
(愛知県丹羽郡扶
桑町)

樹脂

製 造 設 備
及 び 研 究
開 発 施 設
設備

568 715
532
(31)

148 1,963 118

栃木工場 
( 栃木県大田原
市)

管材システ
ム及び樹脂

製 造 設 備
及び倉庫

761 387
2,522
(122)

18 3,689 43

広島工場 
(広島県庄原市)

樹脂 製造設備 169 171
214
(20)

2 556 16

延岡本社 
(宮崎県延岡市)

全社的管理
業務販売業
務

そ の 他 設
備

172 11
351
(―)

39 575 45

東京本社 
営業所 
(各地20ヶ所)

管材システ
ム及び樹脂

販売設備 22 80
247
(―)

19 368 180

会社名 
(主な所在地)

事業の種類別
セグメントの 
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

旭有機販売㈱ 
(東京都江東区)

管材システム ― ― 0 ― 6 6 17

旭有機販売西日本㈱ 
(福岡市博多区)

管材システム ― ― 0 ― 5 5 54

中部旭有機販売㈱ 
(愛知県海部郡大治
町)

管材システム ― ― ― ― 0 0 10

エーオーシー 
テクノ㈱ 
(さいたま市中央区)

管材システム 倉庫等 35 3 ― 1 39 19

北方プラスチック 
加工㈲ 
(宮崎県延岡市)

管材システム 加工設備 6 0 ― 0 6 41



(3)在外子会社 

平成17年12月31日現在 

 
  

(注) １ 帳簿価額のうち、「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定の合計金額であります。なお、金額には消費税

等は含んでおりません。 

２ 現在、休止中の主要な設備はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

アサヒ 
アメリカ,ＩＮＣ. 
(アメリカ 
マサチューセッツ州)

管材システム
製造・ 
加工設備

510 102
148
(21)

4 764 96



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消去が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めておりましたが、当該

定款の定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 利益による株式消却によるものであります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式1,150,298株は、「個人その他」に1,150単元及び「単元未満株式の状況」に298株含まれておりま

す。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 199,000,000

計 199,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 99,002,000 99,002,000
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 99,002,000 99,002,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成10年４月１日～ 
平成11年３月31日(注)

△1,000 99,002 ― 5,000 ― 8,479

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 52 28 120 47 5 10,408 10,660 ―

所有株式数 
(単元)

― 18,781 725 35,066 6,654 169 36,947 98,342 660,000

所有株式数 
の割合(％)

― 19.10 0.74 35.66 6.77 0.17 37.57 100.00 ―



平成18年３月31日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には証券保管振替機構名義の失念株式が1,000株含まれております。な

お、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれておりません。 

２ 「単元未満株式数」には、相互保有株式〔旭エー・ブイ産業㈱保有964株〕及び自己株式298株が含まれてお

ります。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

旭化成株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目1番2号 29,196 29.49

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目8番11号 3,776 3.81

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番3号 2,632 2.66

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目6番6号 1,797 1.82

クレデイツト スイス チ
ユーリツヒ 
常任代理人 
（株式会社三菱東京ＵＦＪ
銀行 カストディ業務部）

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600 CH-
8070 ZURICH SWITZERLAND 
（東京都千代田区丸の内二丁目7番１号）

1,542 1.56

全国共済農業協同組合連合
会

東京都千代田区平河町二丁目7番9号 1,373 1.39

株式会社宮崎銀行 宮崎県宮崎市橘通東四丁目3番5号 1,347 1.36

シービーエヌワイ デイエ
フエイ 
常任代理人 
（シティバンク、エヌ・エ
イ東京支店証券業務部）

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA, CA 90401 USA 
（東京都品川区東品川二丁目3番14号）

1,335 1.35

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目6番3号 1,224 1.24

旭有機材工業株式会社 宮崎県延岡市中の瀬町二丁目5955番地 1,150 1.16

計 ― 45,372 45.83

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
― ―

普通株式 1,150,000

(相互保有株式)
― ―

普通株式 200,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 96,992,000 96,991 ―

単元未満株式 普通株式 660,000 ― ―

発行済株式総数 99,002,000 ― ―

総株主の議決権 ― 96,991 ―

所有者の氏名 自己名義 他人名義 所有株式数 
発行済株式
総数に対する



 
(注) 旭エー・ブイ産業㈱は、当社の取引先会社で構成される持株会（旭有機材代理店持株会 東京都千代田区内神

田二丁目１５番９号）に加入しており、当持株会名義で当社株式を所有しております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  【株式の種類】 普通株式 

イ 【定時株主総会決議による買受けの状況】 

  該当事項はありません。 

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

  該当事項はありません。 

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月29日現在 

 
   

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

  該当事項はありません。 

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年６月29日現在 

 
  

又は名称 所有者の住所 所有株式数
(株)

所有株式数
(株)

の合計 
(株)

所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

旭有機材工業㈱
宮崎県延岡市中の瀬町 
二丁目5955番地

1,150,000 ― 1,150,000 1.16

(相互保有株式)

旭エー・ブイ産業㈱
東京都千代田区内神田 
二丁目15番９号

168,000 32,000 200,000 0.20

計 ― 1,318,000 32,000 1,350,000 1.36

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会での決議状況
(平成17年９月29日決議)

1,000,000 490

前決議期間における取得自己株式 1,000,000 458

残存決議株式数及び価額の総額 ― 32

未行使割合(％) ― 6.5

区分 株式数(株)

保有自己株式数 1,000,000



② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消去又は償還株式の消去に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主各位に対する長期・安定的な利益還元を基本方針とし、経営成績の状況、将来の事業展

開などを勘案して、配当金を決定すべきものと考えております。 

 当期の配当金につきましては、上記方針に基づき、業績や事業環境を総合的に判断しました結果、1

株当たり中間配当金として5.75円（創立60周年記念配当金２円を含む）、期末配当金として５円、合計

で10.75円としました。 

 また、内部留保につきましては、将来における株主の皆様の利益拡大のために有効に活用すべきもの

と認識し、今後の利益配当分につきましては業績及び事業計画を考慮しつつ、総合的に判断したいと存

じます。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日は平成17年11月10日であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 365 304 345 388 564

最低(円) 260 194 203 284 353

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 450 470 550 564 549 523

最低(円) 415 443 454 475 468 469



５ 【役員の状況】 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

監査室担当 岡 野   徹 昭和14年１月14日生

平成13年６月 旭化成株式会社専務取締役延岡支

社長

39同 14年６月 同社常務取締役情報システム部長

同 15年６月 当社代表取締役社長(現在)

同 16年３月 監査室担当(現在)

専務取締役
管材システム
事業部長 川 﨑 久 夫 昭和21年５月11日生

昭和40年３月 当社入社

21

平成５年６月 人事部長

同 ９年６月 取締役

同 13年２月 旭有機販売西日本㈱代表取締役社

長

同 14年６月 当社常務取締役エンジニアリング

事業推進部長

同 16年３月 購買部、総務部、企画管理部、人

事部担当

同 16年７月 総務・人事部担当

同 17年１月 経営企画部担当

同 17年６月 延岡総務・勤労部、情報システム

部担当

同 18年６月 専務取締役管材システム事業部長

（現在）

常務取締役 樹脂事業部長 木 下 全 弘 昭和27年７月29日生

昭和53年４月 当社入社

33

同 63年６月 愛知技術開発部長

平成元年６月 取締役

同 10年６月 常務取締役(現在) 

愛知・広島工場担当

同 12年６月 技術開発本部長

同 16年３月 新規・開発本部長、情報システム

部担当、SAPプロジェクトリーダ

ー

同 17年６月 樹脂事業部長（現在）

常務取締役

新規・開発本部

長、国際化推進

室担当

岸 本 泰 志 昭和22年11月２日生

平成15年10月 旭化成ケミカルズ株式会社ポリエ

チレン事業部長

11

同 15年12月 同社機能製品研究センター長

同 16年６月 同社執行役員

同 17年６月 当社取締役

新規・開発本部長（現在）

同 18年６月 常務取締役国際化推進室担当(現

在)

取締役
延岡本社統括
室、環境安全・
品質保証室担当

矢 野 源 治 昭和22年10月18日生

昭和45年４月 当社入社

15

平成12年６月 取締役(現在) 

愛知工場長兼栃木・広島工場担当

同 15年６月 樹脂事業部長

同 17年６月 延岡本社統括室、環境安全・品質

保証室担当（現在）

 



 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役
管材システム 
事業部長補佐

猪 俣 準 一 昭和23年５月13日生

昭和47年４月 当社入社

7

平成12年５月 旭有機販売株式会社代表取締役社

長

同 14年６月 当社管材システム事業部西日本営

業部長

同 15年６月 取締役(現在)

同 16年３月 管材システム事業部次長

同 17年６月 管材システム事業部長補佐（現

在）

旭有機販売西日本株式会社代表取

締役会長（現在）

取締役
管材システム事
業部延岡製造所
長、施設部担当

渡 井 俊 行 昭和23年10月７日生

平成11年７月 旭化成工業株式会社機能製品エン

ジニアリング部グループ長

8

同 12年７月 当社入社 施設部長

同 14年４月 管材システム事業部延岡工場次長

同 14年６月 管材システム事業部延岡工場長

同 15年６月 取締役(現在)

同 16年３月 管材システム事業部延岡製造所

長、施設部担当（現在）

取締役
総務・人事部
長、勤労部担当

中 村 文 茂 昭和24年12月28日生

平成16年４月 旭化成株式会社経営戦略室理事

10

同 16年５月 当社入社 社長付

同 16年６月 取締役（現在）

国際化推進プロジェクト担当

 同 17年６月 国際化推進室担当  

総務・人事部長（現在）

同 18年６月 勤労部担当（現在）

取締役
管材システム 
事業部次長

藤 岡 泰 廣 昭和24年10月２日生

昭和48年４月 当社入社

4

平成11年７月 配管材料営業本部名古屋支社南中

部ブロック長

同 13年７月 管材システム事業部配管材料営業

統括部中部営業部長

同 14年９月 上海事務所所長

同 16年３月 国際化推進プロジェクト上海事務

所長

同 17年６月 取締役管材システム事業部次長

（現在）

取締役
経営企画部長、 
情報システム
部、購買部担当

岡 本 忠 久 昭和27年７月３日生

平成12年４月 旭化成株式会社経営計画管理部経

営企画室部長

4

同 15年５月 当社入社 企画管理部長付

同 15年６月 企画管理部長

同 17年１月 経営企画部長（現在）

同 18年６月 取締役情報システム部、購買部担

当（現在）



 
(注) １ 常勤監査役小川秀策と監査役西田昌弘は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

２ 旭化成工業株式会社は、平成13年１月１日に旭化成株式会社に商号変更となりました。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

常勤監査役 松 木 一 誠 昭和19年10月18日生

昭和44年４月 当社入社

26

平成元年６月 エンジニアリング部長

同 ９年６月 取締役

同 13年６月 エンジニアリング事業推進部長

同 14年６月 管材システム事業部長補佐

同 15年６月 常勤監査役(現在)

常勤監査役 小 川 秀 策 昭和23年５月31日生

平成14年７月 旭化成パックス株式会社代表取締

役社長 8

同 16年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役 笹 尾 慶 蔵 昭和６年７月26日生

平成２年６月 旭化成工業株式会社常務取締役

5

同 ４年６月 当社取締役

同 ５年６月 旭化成工業株式会社専務取締役

同 ７年６月 同社代表取締役副社長

同 10年６月 同社常勤監査役

同 10年６月 当社取締役退任

同 13年６月 当社監査役(現在)

監査役 西 田 昌 弘 昭和18年９月10日生

平成15年10月 旭化成ケミカルズ株式会社エネル

ギー総部長 7

同 16年６月 当社監査役（現在）

計 198



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社グループは、「挑む・創る・変える」の改革精神で新たな価値を創造・提供し、人々の豊か

なくらしに貢献することを基本理念としております。 

 その基本理念の下、当社役員及び社員は職務の執行にあたり法律や定款及び社会規範を遵守する

ことは当然のことと認識しており、株主をはじめとする利害関係者（ステークホルダー）との信頼

関係を最重要視しつつ、コーポレート・ガバナンスの強化及び企業価値の増大に取り組み、株主・

投資家の皆様に対して経営の透明性を高めることに努めております。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

当社は、会社法上の取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人設置会社です。取締役会は取締

役11名（平成18年３月31日現在）で構成され、原則として毎月開催されており、重要な業務執行に

ついて決定を行うとともに、業務執行取締役の業務執行につき監督しております。また、経営環境

の変化に迅速に対応するとともに、経営責任をより明確にするために取締役の任期を１年間に短縮

しております。 

監査役は４名（うち社外監査役２名）（平成18年３月31日現在）で、監査役会はこの４名の監査

役で構成されております。監査役は、取締役会のほか重要会議に全て出席し、取締役の執行業務に

ついて厳格な監視を行っています。また、各部門や工場及び子会社の調査、決済書類その他の重要

な書類の閲覧などを通じて監査を実施しております。 

 会計監査人には中央青山監査法人を選任しています。 

 内部監査部門としては、代表取締役直轄の監査室を設置しております。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

当社は、平成18年５月18日の取締役会において、会社法に基づく内部統制システム構築の基本方

針を決議致しました。 

 その決議の中で取締役及び使用人は、法令や定款はもちろんのこと、社会倫理規範に基づいた行

動を求められるものと認識し、これに基づき、具体的な行動規範の見直しを行い、その浸透を図る

こととしております。 

 業務執行に当っては、「取締役会規程」や「決裁権限規定」等の規定を遵守致しております。 

 また、損失の危険の管理につきましては、事業継続に大きな影響を与える重大事態への対応につ

いて順次整備を進めていきます。 

 経営判断が効率的に行われる体制として、ＩＴシステムの活用や取締役への事前の適切なる情報

提供等により、取締役会の意思決定が的確かつ効率的に行えるように努めています。 

  

③監査役監査及び内部監査の状況 

監査役は、取締役会やその他の重要会議に出席し、監査役会が定めた監査方針のもとに、業務執

行状況につき定期的に報告を求め、また、実地監査を行うなど、法令及び定款に対する取締役の職

務執行の適合状況を監査しています。内部監査部門である監査室は、各部門や工場など定期的に実

地監査し、法令・業務規定遵守の観点から問題点の指摘・改善指導を行っています。また月に1

度、代表取締役に監査報告及び改善案を提言し、それに対する代表取締役の指示事項の実施状況の

監視を行っています。 

 監査役、取締役及び内部監査部門ならびに会計監査人はそれぞれ相互に定期的に意見交換を行う

ことにより、監査の実効性を高めています。 



④会計監査の状況 

旧商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく公認会計士等につきましては、中央青山監査

法人を選任しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の

間には、特別な利害関係はありません。当社は同監査法人との間で、旧商法監査と証券取引法監査

について、監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当期において業務を執行

した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりであります。  

 ・業務を執行した公認会計士の氏名 

 
・会計監査業務に係る補助者の構成 

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の監査計画に基づき決定されております。具体的

には、公認会計士及び会計士補を主たる構成員とし、公認情報システム監査人等その他の補助

者も加えて構成されております。 

  

⑤会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

現在、当社に社外取締役はおりません。また、２名の社外監査役との重要な人的関係、資本的関

係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

  

（２）リスク管理体制の整備の状況 

当社の企業活動に伴う種々のリスク管理は、原則としてそれに関連のある部場で行っております

が、製品安全など経営に大きな影響を与える恐れのあるリスクについては、製品安全管理委員会を設

置し管理しております。また、予測可能なリスクについては、保険を付保することにより、その平準

化に努めております。 

 さらに企業活動に伴うあらゆるリスクを全社的な観点から管理する仕組みを構築し、効率的な運営

を図ることを目的とし「リスクマネジメント委員会」を設置し、輸出管理や個人情報管理の体制の整

備を行うなど、法令違反等によるリスクの低減に努めております。 

業務執行・経営の監査の仕組み及び内部統制システムの整備の状況の模式図は次のとおりでありま

す。 

 

指定社員 業務執行社員 北川哲雄

指定社員 業務執行社員 仲澤孝宏



  

（３）役員報酬の内容 
  

(ⅰ)取締役に支払った報酬 

 
  

(ⅱ)上記（ⅰ）のほか使用人兼務取締役に支給した使用人給与相当額 

 
  

(ⅲ)監査役に支払った報酬 

 
  

(ⅳ)利益処分による役員賞与金の支給額 

  

 
     

  

(ⅴ)当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

 
（４）監査報酬の内容 

会計監査人である中央青山監査法人に対する報酬 
 

  

  

取締役 12名 164百万円

(注)１. 株主総会の決議による取締役報酬限度額は月額30百万円であります。 

（平成４年６月26日定時株主総会決議）

２. 期末現在の取締役人員は 11名であり各報酬支給人員とは異なります。

49百万円 （賞与含む）

監査役 ４名 47百万円

(注) 株主総会の決議による監査役報酬限度額は月額５百万円であります。 

（平成３年６月27日定時株主総会決議）

取締役 10名 26百万円

監査役 ２名 ６百万円

取締役 １名 48百万円

 公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬 18百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)

附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の財務諸表並び

に当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けておりま

す。 

  

３ 金額の表示単位の変更について 

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位

で記載されておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたし

ました。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替えて

表示しております。 

  

４ 端数処理について 

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、表示単位

未満を切り捨てて記載しておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より表示単位未満を四捨五入し

て記載することに変更いたしました。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度につ

いても表示単位未満四捨五入に組替えて表示しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 4,693 4,523

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 16,107 16,757

 ３ 有価証券 ※２ 1,599 573

 ４ たな卸資産 ※２ 5,624 5,934

 ５ 繰延税金資産 461 479

 ６ その他 ※２ 350 287

   貸倒引当金 △ 75 △ 80

   流動資産合計 28,759 50.2 28,472 48.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※２ 8,135 8,444

    減価償却累計額 △ 4,023 4,112 △ 4,259 4,185

  (2) 機械装置及び運搬具 ※２ 18,791 18,919

    減価償却累計額 △ 16,160 2,631 △ 16,246 2,672

  (3) 土地 ※２ 4,456 4,473

  (4) 建設仮勘定 ※２ 324 275

  (5) その他 ※２ 7,620 7,688

    減価償却累計額 △ 6,756 864 △ 6,904 784

   有形固定資産合計 12,386 21.6 12,389 21.2

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 10 104

  (2) 連結調整勘定 185 138

  (3) その他 ※２ 679 694

   無形固定資産合計 874 1.5 936 1.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 13,373 14,839

  (2) 繰延税金資産 405 187

  (3) その他 ※1,2 1,621 1,737

    貸倒引当金 △ 118 △ 115

   投資その他の資産合計 15,282 26.7 16,648 28.5

   固定資産合計 28,542 49.8 29,973 51.3

   資産合計 57,301 100.0 58,445 100.0



  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 8,360 8,488

 ２ 短期借入金 ※２ 21 25

 ３ 未払法人税等 693 850

 ４ その他 2,468 2,428

   流動負債合計 11,542 20.1 11,792 20.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 248 256

 ２ 繰延税金負債 80 104

 ３ 退職給付引当金 1,182 1,276

 ４ 役員退職慰労引当金 270 256

 ５ 連結調整勘定 31 27

 ６ その他 924 970

   固定負債合計 2,735 4.8 2,888 4.9

   負債合計 14,277 24.9 14,679 25.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 28 0.1 36 0.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 5,000 8.7 5,000 8.6

Ⅱ 資本剰余金 8,479 14.8 8,480 14.5

Ⅲ 利益剰余金 29,264 51.0 29,974 51.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 234 0.4 526 0.8

Ⅴ 為替換算調整勘定 98 0.2 272 0.5

Ⅵ 自己株式 ※５ △ 80 △ 0.1 △ 522 △ 0.9

   資本合計 42,995 75.0 43,730 74.8

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

57,301 100.0 58,445 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 36,929 100.0 38,637 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 25,488 69.0 26,416 68.4

  売上総利益 11,441 31.0 12,221 31.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 9,550 25.9 9,654 25.0

  営業利益 1,891 5.1 2,567 6.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 261 244

 ２ 受取配当金 10 227

 ３ 有価証券売却益 120 12

 ４ 為替差益 ― 76

 ５ 持分法による投資利益 ― 46

 ６ 仕入割引 20 23

 ７ その他 95 506 1.4 65 693 1.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 20 19

 ２ 為替差損 0 -

 ３ たな卸資産処分及び評価
損

128 60

 ４ クレーム対策関連費用 35 107

 ５ 持分法による投資損失 6 -

 ６ その他 39 229 0.6 51 237 0.6

   経常利益 2,168 5.9 3,023 7.8



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 5 0

 ２ 投資有価証券売却益 47 60

 ３ 保険金収入 40 8

 ４ その他 ※４ 6 98 0.3 1 69 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却及び除却損 ※５ 113 86

 ２ 投資有価証券評価損 3 ―

 ３ 投資有価証券売却損 29 47

 ４ 貸倒引当金繰入額 20 6

 ５ ソフトウェア臨時償却 18 ―

 ６ 災害損失 25 17

 ７ その他 ※６ 3 211 0.6 ― 156 0.4

   税金等調整前当期純利益 2,055 5.6 2,936 7.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

734 1,212

   法人税等調整額 △ 17 717 2.0 △ 2 1,210 3.0

   少数株主利益 3 0.0 8 0.0

   当期純利益 1,335 3.6 1,718 4.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 8,479 8,479

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 8,479 8,480

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 28,670 29,264

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,335 1,335 1,718 1,718

Ⅲ 利益剰余金減少高 △ 742 △ 1,008

   配当金 △ 742 △ 939

   役員賞与 ― △ 32

   持分法適用会社減少に 
   伴う利益剰余金減少高

― △ 37

Ⅳ 利益剰余金期末残高 29,264 29,974



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 2,055 2,936

   減価償却費 1,539 1,503

   連結調整勘定償却額 42 42

   貸倒引当金の増減額 44 △ 1

   退職給付引当金の増加額 165 93

   役員退職慰労引当金の減少額 △ 70 △ 14

   たな卸資産の処分及び評価損 128 60

   ソフトウェア臨時償却 18 ―

   保険金収入 △ 40 △ 8

   災害損失 25 7

   有価証券売却益 △ 120 △ 12

   投資有価証券売却益 △ 47 △ 60

   投資有価証券売却損 29 47

   投資有価証券評価損 3 ―

   固定資産売却益 △ 5 △0

   固定資産売却損 37 2

   固定資産除却損 76 84

   持分法による投資損益 6 △ 46

   受取利息及び受取配当金 △ 271 △ 471

   為替差益 △ 7 △ 27

   支払利息 20 19

   売上債権の増加額 △ 1,907 △ 608

   たな卸資産の増加額 △ 951 △ 269

   その他の資産の増減額 97 △ 38

   役員賞与の支払額 ― △ 32

   仕入債務の増加額 986 70

   未払消費税等の増加額 14 38

   その他の負債の増減額 △ 52 5

   その他 ― △ 3

    小計 1,815 3,317



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

   利息及び配当金の受取額 306 477

   利息の支払額 △ 20 △ 19

   保険金の受領額 40 8

   災害損失の支払額 △ 25 △ 7

   法人税等の支払額 △ 124 △ 1,131

   法人税等の還付額 70 15

   営業活動によるキャッシュ・フロー 2,062 2,660

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △ 500 ―

   有価証券の取得による支出 △ 55 △ 110

   有価証券の売却による収入 1,019 29

   有価証券の償還による収入 1,830 1,252

   投資有価証券の取得による支出 △ 5,792 △ 2,862

   投資有価証券の売却による収入 2,914 1,872

   投資有価証券の償還による収入 125 22

   無形固定資産の取得による支出 △ 440 △ 184

   有形固定資産の取得による支出 △ 947 △ 1,302

   有形固定資産の売却による収入 101 29

   子会社株式の追加取得による支出 △ 2 ―

   営業権の取得による支出 ― △ 130

   その他 4 △ 82

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,742 △ 1,466

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 △ 15 1

   リース債務の返済による支出 △ 1 ―

   長期借入金の返済による支出 △ 21 △ 24

   自己株式の売却による収入 1 1

   自己株式の取得による支出 △ 10 △ 467

   配当金の支払額 △ 742 △ 939

   その他 1 ―

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 787 △ 1,429

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 3 67

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 470 △ 169

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,507 5,037

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 5,037 4,868



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ８社 

 連結子会社名 

 旭有機販売㈱、旭有機販売西日本

㈱、アサヒアメリカ,ＩＮＣ．、ミッ

ドナイト アクイジション ホールディ

ング,ＩＮＣ．、北方プラスチック加

工㈲, エーオーシーテクノ㈱、エーオ

ーシーアセンブル㈱、中部旭有機販売

㈱

(１)連結子会社の数 ８社 

 連結子会社名 

 旭有機販売㈱、旭有機販売西日本

㈱、アサヒアメリカ,ＩＮＣ．、ミッ

ドナイト アクイジション ホールディ

ング,ＩＮＣ．、北方プラスチック加

工㈲, エーオーシーテクノ㈱、エーオ

ーシーアセンブル㈱、中部旭有機販売

㈱

(２)非連結子会社名 

 旭有機材商貿（上海）有限公司 

連結の範囲から除いた理由 

 旭有機材商貿（上海）有限公司は小

規模であり、総資産、売上高、当期純

利益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲から除いており

ます。

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法適用の関連会社の数 ２社

 旭エー・ブイ産業㈱、信和合成樹脂

㈱

 持分法非適用会社名

該当事項はありません。

(１)持分法適用の関連会社の数 １社

 旭エー・ブイ産業㈱ 

(除外)信和合成樹脂㈱ 

信和合成樹脂㈱は、保有株式を売却し

たことにより関連会社に該当しなくな

ったため、当連結会計年度末より持分

法の適用範囲から除外しております。

(２)持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社の名称 

 旭有機材商貿（上海）有限公司 

持分法を適用しない理由 

 旭有機材商貿（上海）有限公司は小

規模であり、当期純利益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため持分法

を適用しておりません。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 

 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次のとおりであります。

(会社名) (決算日)

アサヒアメリカ,INC. 12月31日

ミッドナイト アクイ

ジション ホールディ

ング,ＩＮＣ．

12月31日

 上記会社については、連結子会社の

決算日現在の財務諸表を基礎としてお

りますが、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

  同左



 

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及

び評価方法

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  …償却原価法(定額法) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  …同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

  …決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してお

ります)

  …同左

  時価のないもの

  …主として移動平均法による原価

法

  時価のないもの 

  …同左

② デリバティブ取引により生ずる債

権及び債務 

 …時価法

② デリバティブ取引により生ずる債

権及び債務 

 …同左

③ たな卸資産

  製品・仕掛品

  …主として

移動平均法による原価法

③ たな卸資産 

  製品・仕掛品 

  …同左

  その他のたな卸資産   その他のたな卸資産

  …主として   …同左

移動平均法による低価法

（会計方針の変更）

 従来、製品、仕掛品は主として総平

均法による原価法を採用しておりまし

たが、当連結会計年度より主として移

動平均法による原価法に変更し、ま

た、原材料、貯蔵品は主として総平均

法による低価法から主として移動平均

法による低価法に変更いたしました。

この変更は、当連結会計年度において

当社が全社的な情報システムである基

幹業務統合パッケージ（ERP）を導入

したことを契機に、操業度及び製造費

用等の一時的な変動による在庫評価へ

の影響を月次ベースで把握して、月次

損益を的確に算定することを目的とし

て行ったものであります。なお、この

変更が連結財務諸表に与える影響は軽

微であります。

 なお、上記システムは、当連結会計

年度の10月１日より稼動したため、当

該変更を当連結会計年度の下半期に行

っております。従って、当中間連結会

計期間における影響額は算定できませ

ん。

 



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

  …主として定率法。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)は定額法。

① 有形固定資産 

  …同左

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 ３～65年

機械装置及び
車両運搬具

２～９年

② 無形固定資産

  …主として定額法。なお、自社利

用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法。

② 無形固定資産 

  …同左

 (3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  売掛金等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

① 貸倒引当金 

  同左

② 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法によ

り、処理することとしております。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法によ

り翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。

② 退職給付引当金 

  同左

③ 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備えて

内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

③ 役員退職慰労引当金

  同左

 (4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算基準

 外貨建金銭債権債務は決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含めてお

ります。

  同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (5) 重要なリース取引の処

理方法

 当社及び国内連結子会社は、リース

物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、主として通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっており、在外連結子会社につい

ては、通常の売買取引に準じた会計処

理によっております。

  同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

  為替変動リスクのヘッジについ

て、振当処理の要件を満たしている

為替予約は、振当処理によっており

ます。

① ヘッジ会計の方法

  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  当連結会計年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。

 ヘッジ手段

 …為替予約

 ヘッジ対象

 …製品輸出による外貨建売上債権、

原料輸入による外貨建買入債務

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左

③ ヘッジ方針

  デリバティブ取引に関する権限規

程及び取引限度額等を定めた内部規

程に基づき、ヘッジ対象に係る為替

相場変動リスクを一定の範囲内でヘ

ッジしております。

③ ヘッジ方針

  同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段及びヘッジ対象に関す

る重要な条件が同一であり、かつ、

ヘッジ開始時及びその後も継続して

相場変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジ有

効性の判定は省略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  同左

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

  同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

  同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定の償却については、在

外連結子会社は３年間、国内連結子会

社は10年間の均等償却を行なっており

ます。

  同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。

  同左



 
  

  

会計方針の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

  同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

   ――――――――――――――――――――

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。これによる連結財務諸

表に与える影響はありません。

（退職給付に係る会計基準）

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17

年３月16日）を適用しております。これにより営業利

益、経常利益および税金等調整前当期純利益は６百万円

増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記
載しております。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算書

上の表示方法 

 

 

  ―――――――――――――――――――――

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割58百万円

を販売費及び一般管理費として処理しております。

 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

 

 投資有価証券(株式) 214百万円

 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

 投資有価証券(株式) 187百万円

 その他(出資金) 82

※２ 担保に供している資産

アサヒアメリカ,INC.の主要な資産2,125百万円

（20百万ドル)を１年以内返済予定の長期借入金

21百万円(０百万ドル)、長期借入金248百万円(２

百万ドル)の担保に供しております。

※２ 担保に供している資産

アサヒアメリカ,INC.の主要な資産2,591百万円

（22百万ドル)を１年以内返済予定の長期借入金

25百万円(０百万ドル)、長期借入金256百万円(２

百万ドル)の担保に供しております。

 ３ 受取手形割引高は、250百万円であります。 

   受取手形裏書譲渡高は、25百万円であります。 

 

 ３ 受取手形裏書譲渡高は、168百万円であります。 

 

 

※４ 当社の発行済株式の総数

 普通株式 99,002千株
 

※４ 当社の発行済株式の総数

 普通株式 99,002千株

 

※５ 会社が保有する自己株式の数

 普通株式 131千株

連結子会社及び関連会社が保有する 

自己株式の数

 普通株式 381千株
 

※５ 会社が保有する自己株式の数

 普通株式 1,150千株

連結子会社及び関連会社が保有する 

自己株式の数

 普通株式 201千株

 ６ 連結子会社(アサヒアメリカ,INC.)においては、

取引銀行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。これらの貸出コミットメント契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りです。

 ６ 連結子会社(アサヒアメリカ,INC.、旭有機販売西

日本㈱、中部旭有機販売㈱、エーオーシーテクノ

㈱)においては、取引銀行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結しております。これ

らの当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりです。

 

貸出コミット 
メントの総額

383百万円(4百万ドル)

借入実行残高 ―  (  ―  )

差引 383百万円(4百万ドル)

当座貸越限度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額

592百万円

(うち外貨は、4百万ドル)

借入実行残高 ―  (  ―  )

差引
592百万円

(うち外貨は、4百万ドル)



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

製品運送費 2,085百万円

販売手数料 148

給与・賞与 2,982

退職給付費用 184

役員退職慰労引当金繰入額 56

福利厚生費 289

不動産賃借料・リース料 684
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

製品運送費 2,041百万円

販売手数料 61

給与・賞与 3,091

退職給付費用 171

役員退職慰労引当金繰入額 34

福利厚生費 303

不動産賃借料・リース料 733

※２ 製造費用、販売費及び一般管理費に含まれる研究

開発費は1,142百万円であります。

※２ 製造費用、販売費及び一般管理費に含まれる研究

開発費は1,300百万円であります。

※３ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具売却益 1百万円

土地売却益 4

計 5

※３  ――――――――――――――――――

※４ その他の特別利益の内訳

退職給付引当金取崩 4百万円

償却債権取立益 2

計 6

※４  ――――――――――――――――――

※５ 固定資産売却及び除却損の内訳

建物及び構築物除却損 6百万円

機械装置及び運搬具除却損 32

機械装置及び運搬具売却損 0

土地除却損 35

建設仮勘定除却損 17

その他除却損 12

移設・撤去費用その他 12

計 113

 

※５ 固定資産売却及び除却損の内訳

建物及び構築物除却損 11百万円

機械装置及び運搬具除却損 37

機械装置及び運搬具売却損 2

その他 37

計 86

※６ その他の特別損失の内訳

業務委託解約補償金 3百万円

※６  ―――――――――――――――――――

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 4,693百万円

有価証券勘定 1,599

償還期間が３ヶ月を 

超える債券等
△1,255

現金及び現金同等物 5,037
 

現金及び預金勘定 4,523百万円

有価証券勘定 573

償還期間が３ヶ月を 

超える債券等
△228

現金及び現金同等物 4,868



(リース取引関係) 

   

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具備品 261 120 141

その他の 
有形固定資産

157 83 75

合計 419 203 215

  

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具備品 248 188 60

その他の
有形固定資産

210 119 91

合計 458 308 150

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 112百万円

１年超 103

合計 215

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 89百万円

１年超 62

合計 150

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

   同左

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 119百万円

減価償却費相当額 119

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 125百万円

減価償却費相当額 125

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 4

合計 8

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 7百万円

１年超 4

合計 10



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

 
(注) その他有価証券で時価のない株式について３百万円の減損処理を行っております。なお、期末における時価が

取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行っております。 

  

種類
連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

評価差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 6,000 5,024 △976

小計 6,000 5,024 △976

合計 6,000 5,024 △976

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

評価差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 327 655 329

(2) 債券

  国債・地方債 127 129 2

  社債 1,672 1,704 32

  その他 1,118 1,137 19

(3) その他 510 530 21

小計 3,754 4,156 402

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 14 13 △1

(2) 債券

  国債・地方債 997 977 △19

  社債 ― ― ―

  その他 ― ― ―

(3) その他 847 840 △7

小計 1,858 1,831 △27

合計 5,611 5,986 375



３ 時価評価されていない主な有価証券の内容(平成17年３月31日) 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年３月31日)

  

 
  

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券
 

 

 非上場株式他(店頭売買株式を除く) 56

 投資事業有限責任組合等への出資 2,716

合計 2,772

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

3,862 167 29

１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

①債券

国債・地方債等 127 ― 1,000 ―

社債 1,065 100 500 ―

その他 25 52 1,000 6,000

②その他 ― ― 500 500

合計 1,217 152 3,000 6,500



当連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

種類
連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

評価差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 6,000 5,104 △ 896

小計 6,000 5,104 △ 896

合計 6,000 5,104 △ 896

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額 
(百万円)

評価差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 405 1,152 747

(2) 債券

  国債・地方債 0 0 0

  社債 100 102 2

  その他 2,034 2,198 163

(3) その他 99 105 6

小計 2,638 3,556 918

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 153 150 △ 4

(2) 債券

  国債・地方債 0 0 0

  社債 ― ― ―

  その他 501 490 △ 11

(3) その他 1,695 1,644 △ 51

小計 2,349 2,283 △ 66

合計 4,988 5,839 852



３ 時価評価されていない主な有価証券の内容(平成18年３月31日) 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日)

  

 
  

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券
 

 

 非上場株式他 83

 投資事業有限責任組合等への出資 3,131

合計 3,214

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,761 60 29

１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

①債券

国債・地方債等 ― ― ― ―

社債 100 ― ― ―

その他 ― 1,000 1,000 6,400

②その他 ― ― 500 500

合計 100 1,000 1,500 6,900



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

① 取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は為替予約取引であります。 

  

② 取引に対する利用目的 

デリバティブ取引は、外貨建金銭債権・債務の為替変動リスクを回避し安定的な利益の確保を図る目

的で利用しております。 

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 
  

(2) ヘッジ方針 

親会社は、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、ヘッジ対象

の識別は、個別契約毎に行っております。 

  

(3) ヘッジの有効性の評価 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動を完全に相殺することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略しております。 

  

③ 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の為替相場の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。 

  

④ 取引に係るリスクの内容 

為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有しております。なお、デリバティブ取引の契約

先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による、いわゆる信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。 

  

⑤ 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理については、社内管理規程に従い資金担当部門が決裁担当者の承認

を得て行っております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

為替予約取引を行っておりますが、「外貨建取引等会計処理基準」に基づきヘッジ会計を適用している

ため、注記の対象から除いております。 

  

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約 製品輸出による外貨建売上

債権、原料購入による外貨

建買入債務



次へ 

当連結会計年度(自平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

① 取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は為替予約取引であります。 

  

② 取引に対する利用目的 

デリバティブ取引は、外貨建金銭債権・債務の為替変動リスクを回避し安定的な利益の確保を図る目

的で利用しております。 

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 
  

(2) ヘッジ方針 

親会社は、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、ヘッジ対象

の識別は、個別契約毎に行っております。 

  

(3) ヘッジの有効性の評価 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動を完全に相殺することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略しております。 

  

③ 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の為替相場の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。 

  

④ 取引に係るリスクの内容 

為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有しております。なお、デリバティブ取引の契約

先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による、いわゆる信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。 

  

⑤ 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理については、社内管理規程に従い資金担当部門が決裁担当者の承認

を得て行っております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

為替予約取引を行っておりますが、「外貨建取引等会計処理基準」に基づきヘッジ会計を適用している

ため、注記の対象から除いております。 

  

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約 製品輸出による外貨建売上

債権、原料購入による外貨

建買入債務



次へ 

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、

従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、当社において退職給付信託を設定しております。 

また、一部の国内連結子会社は退職一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
(注) 一部の国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
(注) 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

イ 退職給付債務 △3,910百万円 △3,991百万円

ロ 年金資産 2,675 3,644

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,236 △347

ニ 未認識数理計算上の差異 203 △653

ホ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ) △1,033 △1,000

ヘ 前払年金費用 149 276

ト 退職給付引当金(ホ－ヘ) △1,182 △1,276

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

イ 勤務費用 207百万円 215百万円

ロ 利息費用 93 97

ハ 期待運用収益 △14 △17

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 133 120

ホ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 419 415

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間定額基準 同左

ロ 割引率 主として2.5％ 同左

ハ 期待運用収益率 主として1.0％ 同左

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 主として５年(発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、費用処理

しております。)

同左

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として５年(発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌連結会

計年度から費用処理することとし

ております。)

同左



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

 
  

前連結会計年度 
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

繰延税金資産(流動資産)

賞与に関する未払費用 213百万円 226百万円

未払事業税 75 63

未実現利益 60 72

たな卸資産処分損 30 38

その他 97 126

(繰延税金資産計) (475) (525)

その他有価証券評価差額金 △11 △1

その他 △3 △46

(繰延税金負債計) (△14) (△47)

繰延税金資産純額(流動資産) 461 479

繰延税金資産(固定資産)

退職給付引当金 827 815

役員退職慰労引当金 109 103

投資有価証券評価損 7 7

その他有価証券評価差額金 10 26

その他 186 106

(繰延税金資産小計) (1,139) (1,058)

評価性引当額 △55 △42

(繰延税金資産計) (1,084) (1,016)

特別償却準備金 △6 ―

償却資産圧縮積立金 △1 △1

土地圧縮積立金 △251 △251

退職給付信託設定益 △185 △185

その他有価証券評価差額金 △141 △383

その他 △176 △113

(繰延税金負債計) (△759) (△933)

繰延税金資産純額(固定資産) 325 83



前へ 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

 
  

前連結会計年度(平成17年３月31日) 当連結会計年度(平成18年３月31日)

法定実効税率 40.4％
 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。

（調整）

交際費等永久に損金不算入の項目 1.8

受取配当金等永久に益金不算入の項目 △0.1

住民税均等割額 2.0

試験研究費税額控除 △2.4

IT税額控除 △3.3

繰延税金資産に対する評価性引当額 

の減少
△4.0

持分法投資損益 △0.1

連結調整勘定 0.8

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.9



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

管材システム 
事業(百万円)

樹脂事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

26,576 10,353 36,929 ― 36,929

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 26,576 10,353 36,929 ― 36,929

  営業費用 24,862 10,177 35,038 ― 35,038

  営業利益 1,715 176 1,891 ― 1,891

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  及び資本的支出

  資産 26,184 10,085 36,269 21,032 57,301

  減価償却費 867 475 1,343 196 1,539

  資本的支出 570 373 943 444 1,387

管材システム 
事業(百万円)

樹脂事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

27,044 11,594 38,637 ― 38,637

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 27,044 11,594 38,637 ― 38,637

  営業費用 24,973 11,098 36,070 ― 36,070

  営業利益 2,071 496 2,567 ― 2,567

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  及び資本的支出

  資産 26,202 10,183 36,386 22,060 58,445

  減価償却費 855 414 1,269 233 1,503

  資本的支出 1,250 320 1,569 403 1,972



  

(注) １ 事業区分の方法 

製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を

行っております。 

  

２ 各事業の主要製品 

  

 
  

３ 資産のうち、「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 
  

 
  

４  「会計方針の変更」の（退職給付引当金に係る会計基準）に記載のとおり、当連結会計年度より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及び「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）を適用してお

ります。 

 これにより、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業利益は「管材システム事業」が

４百万円、「樹脂事業」が２百万円増加しております。 

  

事業区分 主要製品

管材システム事業
プラスチック製バルブ、パイプ、継手、フランジ、ガスケット、汚泥改質
機構、電気透析脱塩装置、配管工事等のエンジニアリング、半導体関連機
器の治工具洗浄装置等

樹脂事業
フェノール樹脂（鋳物用、発泡用、建材用、電子材料用、一般工業用
等）、レジンコーテッドサンド、フェノール樹脂成形材料、ジアリルフタ
レート樹脂成形材料等

前連結会計年度 
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の
項目に含めた 
全社資産の金額

21,032 22,060
提出会社の金融資産(現金、預金、有価証券)、
投資その他の資産等、及び管理部門に係る資産
であります。



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

日本(百万円) 米国(百万円) 計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

33,969 2,960 36,929 ― 36,929

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

767 6 773 (773) ―

計 34,736 2,967 37,702 (773) 36,929

  営業費用 32,955 2,860 35,815 (777) 35,038

  営業利益 1,780 107 1,887 4 1,891

Ⅱ 資産 55,547 2,135 57,682 (381) 57,301

日本(百万円) 米国(百万円) 計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

35,252 3,385 38,637 ― 38,637

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

881 2 883 (883) ―

計 36,133 3,387 39,520 (883) 38,637

  営業費用 33,855 3,117 36,972 (902) 36,070

  営業利益 2,277 270 2,548 19 2,567

Ⅱ 資産 59,379 2,637 62,016 (3,571) 58,445



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
（注） １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 ２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1)北米・・・・・・・米国、カナダ 

  (2)その他の地域・・・上記以外の欧州、中南米、アジア等の地域 

 ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社等 

 
(注)１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記会社への当社製品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社等 

 
(注)１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記会社への当社製品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。 

  

北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,277 669 3,946

Ⅱ 連結売上高（百万円） 38,637

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

8.5 1.7 10.2

属性
会社等の 
名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高 
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
旭エー・ 
ブイ産業
㈱

東 京 都
千 代 田
区

30 配管材料販売
（所有）
直接 36.0

―
当社製品
の販売代
理店

当社製品
の販売

3,886
受取手
形及び
売掛金

1,800

属性
会社等の 
名称

住所
資本金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高 
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
旭エー・ 
ブイ産業
㈱

東京都
千代田
区

30 配管材料販売
（所有）
直接 36.7

兼任１人
当社製品
の販売代
理店

当社製品
の販売

3,812
受取手
形及び
売掛金

1,968



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

 
  

  

  

(重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 435.05円 １株当たり純資産額 446.66円

１株当たり当期純利益 13.16円 １株当たり当期純利益 16.90円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ― 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ―

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい
ては、転換社債などの潜在株式がないため記載しており
ません。

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい
ては、転換社債などの潜在株式がないため記載しており
ません。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益(百万円) 1,335 1,718

普通株主に帰属しない金額(百万円) 35 56

 (うち利益処分による役員賞与）(百万円) (35) (56)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,300 1,662

普通株式の期中平均株式数(千株) 98,764 98,347



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は、次のとおりで

あります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 21 25 3.1 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

248 256 3.1
平成19年4月～ 
平成26年3月  

合計 270 281 ― ―

区分
１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 27 28 30 31



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,797 3,607

 ２ 受取手形 ※４ 8,821 8,848

 ３ 売掛金 ※４ 6,276 6,608

 ４ 有価証券 1,573 451

 ５ 製品 2,339 2,516

 ６ 原材料 404 411

 ７ 仕掛品 1,124 1,139

 ８ 貯蔵品 864 819

 ９ 短期貸付金 ※４ 480 744

 10 前払費用 64 61

 11 繰延税金資産 312 348

 12 その他 285 210

   貸倒引当金 △ 16 △ 10

   流動資産合計 26,324 45.9 25,751 44.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 6,672 6,873

    減価償却累計額 △ 3,298 3,374 △ 3,455 3,418

  (2) 構築物 733 754

    減価償却累計額 △ 506 227 △ 537 216

  (3) 機械及び装置 17,747 17,792

    減価償却累計額 △ 15,238 2,510 △ 15,231 2,561

  (4) 車両及び運搬具 119 73

    減価償却累計額 △ 109 10 △ 67 6

  (5) 工具器具及び備品 7,500 7,554

    減価償却累計額 △ 6,655 845 △ 6,788 767

  (6) 土地 4,325 4,325

  (7) 建設仮勘定 322 256

    有形固定資産合計 11,612 20.2 11,549 19.9



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 － 24

  (2) ソフトウェア 565 588

  (3) 電話加入権 30 30

  (4) 水道施設利用権 3 2

  (5) ソフトウェア仮勘定 34 12

   無形固定資産合計 630 1.1 655 1.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 13,097 14,602

  (2) 関係会社株式 3,546 3,566

  (3) 関係会社出資金 4 85

  (4) 長期貸付金 ※４ 539 442

  (5) 長期前払費用 172 291

  (6) 繰延税金資産 555 320

  (7) 長期性預金 1,000 1,000

  (8) その他 304 277

    貸倒引当金 △ 429 △ 386

   投資その他の資産合計 18,789 32.8 20,198 34.7

   固定資産合計 31,031 54.1 32,403 55.7

  資産合計 57,356 100.0 58,153 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 4,786 4,580

 ２ 買掛金 2,750 3,092

 ３ 未払金 241 222

 ４ 未払費用 ※１ 1,462 1,511

 ５ 未払法人税等 640 737

 ６ 未払消費税等 53 99

 ７ 預り金 58 59

 ８ 設備関係支払手形 244 264

 ９ その他 42 16

   流動負債合計 10,276 17.9 10,578 18.2

Ⅱ 固定負債

 １ 預り保証金 916 967

 ２ 退職給付引当金 1,169 1,257

 ３ 役員退職慰労引当金 270 256

   固定負債合計 2,356 4.1 2,480 4.3

   負債合計 12,632 22.0 13,059 22.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 5,000 8.7 5,000 8.6

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 8,479 8,479

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 0 0 1 1

   資本剰余金合計 8,479 14.8 8,480 14.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,250 1,250

 ２ 任意積立金

  (1) 研究開発引当金 759 759

  (2) 特別償却準備金 17 8

  (3) 土地圧縮積立金 366 366

  (4) 償却資産圧縮積立金 2 1

  (5) 別途積立金 27,230 28,373 27,230 28,365

 ３ 当期未処分利益 1,457 1,993

   利益剰余金合計 31,080 54.2 31,608 54.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５ 198 0.3 508 0.9

Ⅴ 自己株式 ※３ △ 34 △ 0.0 △ 501 △ 1.0

   資本合計 44,724 78.0 45,095 77.5

   負債・資本合計 57,356 100.0 58,153 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   売上高 ※５ 31,870 100.0 32,600 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 1,692 2,339

 ２ 当期製品仕入高 3,438 3,965

 ３ 当期製品製造原価 ※１ 19,716 19,180

    合計 24,846 25,483

 ４ 他勘定振替高 ※２ 136 177

 ５ 製品期末たな卸高 2,339 22,371 70.2 2,516 22,790 69.9

    売上総利益 9,499 29.8 9,810 30.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運送費 1,933 1,895

 ２ 販売手数料 225 31

 ３ 給与 1,443 1,353

 ４ 賞与 368 400

 ５ 退職給付費用 179 165

 ６ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

56 34

 ７ 福利厚生費 246 254

 ８ 賃借料 426 520

 ９ 減価償却費 237 252

 10 通信費 108 91

 11 旅費交通費 348 353

 12 消耗品費 80 42

 13 研究開発費 ※１ 583 670

 14 雑費 1,583 7,816 24.5 1,600 7,660 23.5

   営業利益 1,683 5.3 2,150 6.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 27 44

 ２ 有価証券利息 244 224

 ３ 受取配当金 11 229

 ４ 仕入割引 20 21

 ５ 有価証券売却益 120 －

 ６ 為替差益 － 76

 ７ 雑収入 72 494 1.5 65 659 2.0



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 預り保証金利息 0 0

 ２ たな卸資産処分及び評価
損

128 60

 ３ クレーム対策関連費用 35 107

 ４ 為替差損 0 －

 ５ 雑支出 29 192 0.6 48 216 0.7

   経常利益 1,985 6.2 2,593 8.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 5 0

 ２ 投資有価証券売却益 47 50

 ３ 貸倒引当金戻入益 8 36

 ４ 保険金収入 40 100 0.3 8 93 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※４ 75 83

 ２ 投資有価証券評価損 3 －

 ３ 投資有価証券売却損 29 29

 ４ 業務委託解約補償金 3 －

 ５ ソフトウェア臨時償却 18 －

 ６ 災害損失 25 152 0.5 11 123 0.4

   税引前当期純利益 1,933 6.1 2,563 7.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

672 1,075

   法人税等調整額 17 689 2.2 △ 11 1,064 3.3

   当期純利益 1,244 3.9 1,499 4.6

   前期繰越利益 584 1,063

   中間配当額 371 568

   当期未処分利益 1,457 1,993



製造原価明細書 

  

 
  

(製造原価明細書脚注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 原材料費 9,819 49.8 9,644 50.2

Ⅱ 労務費 ※１ 2,524 12.7 2,641 13.8

Ⅲ 経費 7,399 37.5 6,910 36.0

   (外注加工費) (2,808) (14.2) (2,239) (11.7)

   (減価償却費) (1,140) (5.8) (1,120) (5.8)

   (修繕費) (437) (2.2) (454) (2.4)

   (電力料) (536) (2.7) (519) (2.7)

   (荷造材料費) (354) (1.8) (335) (1.7)

   (その他) (2,124) (10.8) (2,241) (11.7)

  当期総製造費用 19,742 100.0 19,195 100.0

  期首仕掛品たな卸高 1,099 1,124

   合計 20,840 20,319

  期末仕掛品たな卸高 1,124 1,139

  当期製品製造原価 19,716 19,180

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 労務費は退職給付費用229百万円を含んでおりま

す。

※１ 労務費は退職給付費用234百万円を含んでおりま

す。

   原価計算の方法は、品種別総合原価計算を採用し

ております。なお、実際原価との差額（原価差額）

は月次において売上原価と製品に配賦しておりま

す。

   同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
（注）日付は株主総会承認日であります。 

前事業年度
(平成17年６月29日)

当事業年度 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,457 1,993

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特別償却準備金取崩額 8 8

   償却資産圧縮積立金 
   取崩額

0 9 0 9

      合計 1,465 2,002

Ⅲ 利益処分額

   配当金 371 489

   役員賞与金 32 49

   （うち監査役賞与金） (6) 402 (8) 538

Ⅳ 次期繰越利益 1,063 1,464



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券 

  …償却原価法(定額法) 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

  …移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの

(1) 満期保有目的の債券 

  …同左 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

  …同左 

(3) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの

   …期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定し

ております)

   …同左

 ② 時価のないもの 

   …移動平均法による原価法

 ② 時価のないもの 

   …同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ取引により生ずる債権及

び債務 

 …時価法

デリバティブ取引により生ずる債権及

び債務 

 …同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品・仕掛品 

  …移動平均法による原価法

(1) 製品・仕掛品 

  …同左

(2) 原材料・貯蔵品 

  …移動平均法による低価法

(2) 原材料・貯蔵品 

  …同左

（会計方針の変更）

 従来、製品、仕掛品は総平均法によ

る原価法を採用しておりましたが、当

期より移動平均法による原価法に変更

し、また、原材料、貯蔵品は総平均法

による低価法から移動平均法による低

価法に変更いたしました。この変更

は、当期において当社が全社的な情報

システムである基幹業務統合パッケー

ジ（ERP）を導入したことを契機に、

操業度及び製造費用等の一時的な変動

による在庫評価への影響を月次ベース

で把握して、月次損益を的確に算定す

ることを目的として行ったものであり

ます。この変更が財務諸表に与える影

響は軽微であります。 

 なお、上記システムは、当期の10月

１日より稼動したため、当該変更を当

下半期に行っております。従って、当

中間会計期間における影響額は算定で

きません。 

 



  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産 

  …定率法

(1) 有形固定資産 

  …同左

   ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物付属設備を

除く。)については定額法によ

っております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 ３～65年

機械装置及び
車両運搬具

２～９年

(2) 無形固定資産

  …定額法

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産 

  …同左

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

  同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売掛金等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

  同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法によ

り、処理することとしております。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法によ

り翌期から費用処理することとして

おります。

(2) 退職給付引当金

  同左

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備えて

内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(3) 役員退職慰労引当金 

  同左



  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

  同左

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  為替変動リスクのヘッジについ

て、振当処理の要件を満たしている

為替予約は、振当処理によっており

ます。

(1) ヘッジ会計の方法

  同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  当期にヘッジ会計を適用したヘッ

ジ手段とヘッジ対象は以下のとおり

であります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左

 ヘッジ手段

 …為替予約

 ヘッジ対象

 …製品輸出による外貨建売上債権、

原料輸入による外貨建買入債務

(3) ヘッジ方針

  デリバティブ取引に関する権限規

程及び取引限度額等を定めた内部規

程に基づき、ヘッジ対象に係る為替

相場変動リスクを一定の範囲内でヘ

ッジしております。

(3) ヘッジ方針

  同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段及びヘッジ対象に関す

る重要な条件が同一であり、かつ、

ヘッジ開始時及びその後も継続して

相場変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジ有

効性の判定は省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  同左

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

  同左



表示方法の変更 

  

 
  

会計方針の変更 

  

 
  

  

追加情報 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（貸借対照表関係）

前事業年度において、投資その他の資産の「その他」

に含めておりました「長期性預金」は資産総額の100分

の１を超えたため、当事業年度より区分掲記しておりま

す。なお、前事業年度の投資その他の資産の「その他」

に含まれる「長期性預金」は500百万円であります。

 ―――――――――――――――――――――

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

   ――――――――――――――――――――

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。これによる財務諸表に

与える影響はありません。

（退職給付に係る会計基準）

 当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及

び「「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月

16日）を適用しております。これにより営業利益、経常

利益および税引前当期純利益は６百万円増加しておりま

す。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年2月13日）が公表

されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割57百万円を販

売費及び一般管理費として処理しております。

 ―――――――――――――――――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

(損益計算書関係) 

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ 従業員賞与については、実際支給見積額を計上し

ております。

※１ 同左

 

※２ 会社が発行する株式の総数

普通株式 199,000千株

   発行済株式の総数

普通株式 99,002千株

 

※２ 会社が発行する株式の総数

普通株式 199,000千株

   発行済株式の総数

普通株式 99,002千株

※３ 会社が保有する自己株式の数

普通株式 131千株

※３ 会社が保有する自己株式の数

普通株式 1,150千株

※４ 関係会社に係る注記

区分掲記したもの以外で関係会社に対するもの

は次のとおりであります。

受取手形 2,339百万円

売掛金 2,069

短期貸付金 480

長期貸付金 539

※４ 関係会社に係る注記

区分掲記したもの以外で関係会社に対するもの

は次のとおりであります。

受取手形 2,599百万円

売掛金 2,191

短期貸付金 744

長期貸付金 442

※５ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、

198百万円であります。

※５ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、

508百万円であります。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 研究開発費の総額

   当期製造費用、販売費及び一般管理費に含まれる

研究開発費は1,138百万円であります。

※１ 研究開発費の総額

   当期製造費用、販売費及び一般管理費に含まれる

研究開発費は1,299百万円であります。

 

※２ 他勘定振替高の内訳

見本費へ振替 17百万円

営業外費用へ振替 101

その他自家消費 18

計 136
 

※２ 他勘定振替高の内訳

見本費へ振替 12百万円

営業外費用へ振替 159

その他自家消費 6

計 177

※３ 固定資産売却益の内訳

機械及び装置売却益 1百万円

土地売却益 4

計 5

※３  ―――――――――――――――――――

※４ 固定資産処分損の内訳

建物除却損 2百万円

構築物除却損 0

機械及び装置除却損 31

機械及び装置売却損 0

車両及び運搬具除却損 0

工具器具及び備品除却損 9

建設仮勘定除却損 17

移設・撤去費用 12

その他の除却損 3

計 75

 

※４ 固定資産処分損の内訳

建物除却損 10百万円

機械及び装置除却損 33

機械及び装置売却損 2

工具器具及び備品除却損 30

その他 7

計 83

 

※５ 関係会社に係る注記

売上高 8,803百万円
 

※５ 関係会社に係る注記

売上高 9,136百万円



(リース取引関係) 

 
  

  

(有価証券関係) 

  前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具備品 261 120 141

車両及び 
運搬具

148 79 69

合計 409 200 210

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具器具備品 248 188 60

車両及び
運搬具

184 107 77

合計 432 295 137

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

  同左

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 111百万円

１年超 99

合計 210

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 84百万円

１年超 53

合計 137

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

  同左

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 117百万円

減価償却費相当額 117

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 121百万円

減価償却費相当額 121

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  同左



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

 
  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

前事業年度 

(平成17年３月31日)

当事業年度 

(平成18年３月31日)

繰延税金資産(流動資産)

賞与に関する未払費用 207百万円 217百万円

未払事業税 73 59

たな卸資産処分損 30 36

その他 6 36

(繰延税金資産計) (316) (348)

その他有価証券評価差額金 △4 △1

(繰延税金負債計) (△4) (△1)

繰延税金資産純額(流動資産) 312 348

繰延税金資産(固定資産)

退職給付引当金 826 813

役員退職慰労引当金 109 103

投資有価証券評価損 7 7

その他有価証券評価差額金 10 26

その他 226 218

(繰延税金資産小計) (1,178) (1,168)

評価性引当額 △40 △42

(繰延税金資産計) (1,138) (1,126)

特別償却準備金 △6 ―

償却資産圧縮積立金 △1 △1

土地圧縮積立金 △251 △251

退職給付信託設定益 △185 △185

その他有価証券評価差額金 △141 △370

(繰延税金負債計) (△583) (△806)

繰延税金資産純額(固定資産) 555 320

前事業年度(平成17年３月31日) 当事業年度(平成18年３月31日)

法定実効税率 40.4％  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。

（調整）

交際費等永久に損金不算入の項目 1.7

受取配当金等永久に益金不算入の項目 △0.2

住民税均等割額 2.0

試験研究費税額控除 △2.6

IT税額控除 △3.5

繰延税金資産に対する評価性引当額の減少 △2.6

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.7



  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

 
  

  

(重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 452.03円 １株当たり純資産額 460.35円

１株当たり当期純利益金額 12.26円 １株当たり当期純利益金額 14.73円

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ―

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい

ては、転換社債などの潜在株式がないため記載して

おりません。

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ―

(注)潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい

ては、転換社債などの潜在株式がないため記載して

おりません。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益 (百万円) 1,244 1,499

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 32 49

（うち利益処分による役員賞与金） (32) (49)

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,212 1,450

普通株式の期中平均株式数 (千株) 98,887 98,469



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

(その他有価証券)

㈱みずほフィナンシャルグループ 391 376

プラマテルズ㈱ 220,000 171

㈱ジュピターテレコム 1,000 83

日興コーディアル證券㈱ 39,352 77

チッソ㈱ 500,000 75

ロッテショッピング カンパニーＧ
ＤＲ

29,600 70

東京スター銀行㈱ 150 64

住友信託銀行㈱ 44,695 61

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル
ープ

25 45

三井化学㈱ 48,510 42

その他31銘柄 356,360 320

計 1,240,083 1,385

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

(その他有価証券)

SAIL NET INTEREST MARGIN NOTES 
SERIES2004-7 CLASS A

5 5

第25回古河電気工業 100 102

小計 105 107

(投資有価証券)

(満期保有目的の債券)

ドイツ復興金融公庫ユーロ円債 1,000 1,000

ドイツ復興金融公庫ユーロ円債 1,000 1,000

ドイツ復興金融公庫ユーロ円債 1,000 1,000

ドイツ復興金融公庫ユーロ円債 1,000 1,000

ノルト・ライン・ウェストファーレ
ン州ユーロ円債

1,000 1,000

ニューサウス・ウェールズ財務公社
ユーロ円債

1,000 1,000

小計 6,000 6,000



  

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(その他有価証券)

スウェーデン輸出銀行債 1,000 1,039

シティグループ・グローバル・マー
ケッツ

1,000 1,159

バイエルン州立銀行債 400 485

小計 2,400 2,682

計 8,505 8,789

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

(その他有価証券)

野村證券投資信託委託ＭＭＦ ― 344

小計 ― 344

(投資有価証券)

(その他有価証券)

日本株マーケット・ニュートラル 50,000 498

Ｎ－Ｒグローバル フューチャーズ
ファンド４

50,000 475

日本ロジスティクスファンド投資法
人 投資証券

125 105

プロスペクト・レジデンシャル投資
法人 投資証券

625 284

ＦＣレジデンシャル投資法人 投資
証券

100 43

シンプレクス・プレリートファンド
Ⅱ

150 1,515

シンプレクス・プレリートファンド
Ⅲ

100 1,010

セキュアード・キャピタル・ジャパ
ン・レジデンシャルファンドⅠ

― 606

小計 ― 4,535

計 ― 4,879



【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

(注) 有形固定資産等の当期増加額及び減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

   （百万円） 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万
円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 6,672 281 80 6,873 3,455 221 3,418

 構築物 733 23 2 754 537 33 216

 機械及び装置 17,747 668 623 17,792 15,231 581 2,561

 車両及び運搬具 119 2 48 73 67 2 6

 工具器具及び備品 7,500 344 289 7,554 6,788 377 767

 土地 4,325 ― ― 4,325 ― ― 4,325

 建設仮勘定 322 265 331 256 ― ― 256

   有形固定資産計 37,418 1,581 1,373 37,626 26,078 1,215 11,549

無形固定資産

 特許権 ― 27 ― 27 2 2 24

 ソフトウェア 753 177 15 916 328 152 588

 電話加入権 30 ― ― 30 ― ― 30

 水道施設利用権 6 ― ― 6 3 0 2

ソフトウェア仮勘定 34 12 34 12 ― ― 12

   無形固定資産計 822 216 48 990 334 154 655

長期前払費用 317 132 ― 449 158 12 291

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 増加額 配管材料加工設備 216

機械装置
増加額

合成樹脂製品製造設備 84

配管材料加工製造設備 98

減少額 合成樹脂製品製造設備 90

工具器具備品 増加額 ネットワーク追加設備 31

ソフトウェア 増加額 基幹業務統合パッケージの追加 90



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式は、1,150,298株であります。 

２ 自己株式処分差益の増加は、商法第220条の７の規定に基づく処分によるものであります。 

３ 特別償却準備金及び償却資産圧縮積立金の減少は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額の(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 5,000 ― ― 5,000

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (99,002,000) (    ―) (    ―) (99,002,000)

普通株式 (百万円) 5,000 ― ― 5,000

計 (株) (99,002,000) (    ―) (    ―) (99,002,000)

計 (百万円) 5,000 ― ― 5,000

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金) 
 株式払込剰余金

(百万円) 8,479 ― ― 8,479

(その他資本剰余金)
 自己株式処分差益

(百万円) 0 0 ― 1

計 (百万円) 8,479 0 ― 8,480

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 1,250 ― ― 1,250

任意積立金 
 研究開発引当金

(百万円) 759 ― ― 759

 特別償却準備金 (百万円) 17 ― 8 8

 土地圧縮積立金 (百万円) 366 ― ― 366

 償却資産圧縮 
 積立金  

(百万円) 2 ― 0 1

 別途積立金 (百万円) 27,230 ― ― 27,230

計 (百万円) 29,623 ― 9 29,614

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 445 13 15 47 396

役員退職慰労引当金 270 34 48 ― 256



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(a) 相手先別内訳 
  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 13

預金の種類

当座預金 3,050

普通預金 515

別段預金 1

自由金利型定期預金 8

郵便振替貯金 19

小計 3,593

合計 3,607

相手先 金額(百万円)

旭トレーディング㈱ 1,147

旭エー・ブイ産業㈱ 1,147

旭有機販売西日本㈱ 770

㈱川本第一製作所 732

新旭物産㈱ 512

その他 4,538

合計 8,848



(b) 期日別内訳 
  

 
  

③ 売掛金 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 1,278

    ５月 〃 3,145

    ６月 〃 2,199

    ７月 〃 1,627

    ８月 〃 598

    ９月以降満期 2

合計 8,848

相手先 金額(百万円)

旭エー・ブイ産業㈱ 820

旭通商㈱ 465

アサヒアメリカ,INC. 446

旭有機販売西日本㈱ 419

新旭物産㈱ 333

その他 4,124

合計 6,608

前期繰越高(百万
円) 
 
(Ａ)

当期発生高(百万
円) 
 
(Ｂ)

当期回収高(百万
円) 
 
(Ｃ)

次期繰越高(百万
円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

6,276 34,158 33,827 6,608 83.7 68.8



④ 製品 

  

 
  

⑤ 原材料 

  

 
  

⑥ 仕掛品 

  

 
  

⑦ 貯蔵品 

  

 
  

⑧ 関係会社株式 

  

 
  

品名 金額(百万円)

合成樹脂成型品 2,137

工業用樹脂 379

合計 2,516

品名 金額(百万円)

合成樹脂成型品 186

工業用樹脂 225

合計 411

品名 金額(百万円)

合成樹脂成型品 989

工業用樹脂 149

合計 1,139

品名 金額(百万円)

成型品用部品 773

荷造材料 15

その他 31

合計 819

相手先 金額(百万円)

アサヒアメリカ,INC. 3,130

エーオーシーテクノ㈱ 300

その他 136

合計 3,566



⑨ 支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

⑩ 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円)

積水化学工業㈱ 344

㈱平田商店 341

九州積水工業㈱ 305

エム・シー鉱産㈱ 164

㈱テクノ月星 97

その他 3,328

合計 4,580

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 353

    ５月 〃 2,136

    ６月 〃 1,049

    ７月 〃 1,039

    ８月以降満期 3

合計 4,580

相手先 金額(百万円)

信越化学工業㈱ 414

サンアロー化成㈱ 370

新第一塩ビ㈱ 306

三菱化学㈱ 120

三井物産㈱ 97

その他 1,786

合計 3,092



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株、5,000株、1,000株、500株、100株及び100株未満の株数を表示した株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 株券１枚につき300円

単元未満株式の買取り・ 
買増し

  取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から、有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

有価証券報告書及びその添付書類
事業年度 自 平成16年４月１日 平成17年６月29日

（第84期） 至 平成17年３月31日 関東財務局長に提出

有価証券報告書の訂正報告書
事業年度 自 平成16年４月１日 平成17年９月29日

（第84期） 至 平成17年３月31日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成17年９月29日 平成17年10月７日

至 平成17年９月30日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成17年10月１日 平成17年11月15日

至 平成17年10月31日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成17年11月１日 平成17年12月13日

至 平成17年11月30日 関東財務局長に提出

半期報告書
事業年度 自 平成17年４月１日 平成17年12月21日

（第85期中） 至 平成17年９月30日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成17年12月１日 平成18年１月12日

至 平成17年12月31日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成18年１月１日 平成18年２月10日

至 平成18年１月31日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成18年２月１日 平成18年３月９日

至 平成18年２月28日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成18年３月１日 平成18年４月13日

至 平成18年３月31日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成18年４月１日 平成18年５月12日

至 平成18年４月30日 関東財務局長に提出

自己株券買付状況報告書 報告期間
自 平成18年５月１日 平成18年６月８日

至 平成18年５月31日 関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年6月29日

旭 有 機 材 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭有機材工業株式会

社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰

余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭有機材工業株

式会社及び連結子会社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 哲 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年6月29日

旭 有 機 材 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭有機材工業株式会

社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰

余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭有機材工業株

式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 哲 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年6月29日

旭 有 機 材 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭有機材工業株式会

社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第84期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭有機材工業株式会

社の平成17年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 哲 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年6月29日

旭 有 機 材 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭有機材工業株式会

社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第85期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭有機材工業株式会

社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 川 哲 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 
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